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1. この届出目論見書により行うブックビルディング方式による株式

850,000千円（見込額）の募集については、当社は証券取引法第５

条により有価証券届出書を平成13年５月17日に、関東財務局長に提

出しておりますが、その届出の効力は生じておりません。 

  したがって、募集の発行価格等については今後訂正が行われます。 

  なお、その他の記載内容についても訂正されることがあります。 

2. この届出目論見書は、上記の有価証券届出書に記載されている内

容のうち、｢第三部 特別情報」を除いた内容と同一のものであり

ます。 

 

 



東京都新宿区西新宿六丁目５番１号

新株式発行届出目論見書

エン・ジャパン株式会社



[en]社会人の就職情報�

【名称】�転職情報サイト [en]社会人の就職情報�

インターネットによる求人情報告知サービス�【 内 容 】 �

■ 企画概要�

Ｙａｈｏｏ！ＪＡＰＡＮ、ＬＹＣＯＳと提携！！�

独自取材の求人情報�

スカウト機能�

キャリアマッチ検索機能�

総合転職情報サイト�

鮮明な画像も掲載！�

ビジネスモデル特許出願済！�

直接スカウトが受けられる！�

技術系から営業・事務系、サービス職に至る様々な職種の採用情
報を網羅する転職支援サービスです。一社一社独自の取材・撮影
を行い、掲載企業全社にわたって「詳細な求人情報」を掲載して
いますので、データだけでは伝わりにくい企業の魅力や特長を捉
えることが可能です。一人一人の希望就業条件に合致した新着求
人情報をメール配信するサービスや、専任担当が転職の疑問や不
安にお応えする「転職相談」サービスも行っています。�

一社一社独自の取材・撮
影を行い、企業の魅力や
特長を的確にかつ正直に
伝える求人広告を作成。
転職希望者は、企業の規
模や知名度だけでなく、
独自性や理念、社内風土
などから自分に適した企
業を選ぶことができます。�

企業が求める「スキル」や
「キャリア」を有するユー
ザーの専用ページに求人情
報を表示するマッチングシ
ステムです。ターゲット人
材からの注目度を高め、効
果的な求人告知が可能です。
ユーザーは自身の現有スキ
ル・キャリアがどのような
企業（仕事）に求められて
いるのかを知ることができ、
「キャリアを活かした仕事」
や「職種転換が可能な仕事」
が検索できます。�
©ビジネスモデル特許出願済�

スキルや経験を匿名公開し
ているユーザーに対してス
カウトを行えます。ターゲ
ット人材に対して、入社メ
リットを直接伝えることが
でき、自社の魅力付けが可
能です。企業から直接呼び
かけることにより、求人広
告では動かない層（潜在転
職者層）からの応募も実現
します。ユーザーは、自分
のスキルやキャリアが企業
から、どのように評価され
るのかを知ることができ、
自らの市場価値をはかるこ
とが可能です。�

※求職者は、このサイトサービスを全て無料で利用できます。�

［en］社会人の就職情報では企業のマッチング確率を高める為、ポータ
ルサイトYahoo! JAPAN、LYCOSと提携を行っています。�

本ページ及びこれに続くカラー図表等は、提出会社の概況等を要約・作成したものであります。詳細
は、本文の該当ページをご参照下さい。

事業内容



[en]転職コンサルタント�

インターネットによる求人情報告知サービス�

ライコスジャパンとの提携により、［en］転職コンサルタントの求人情�

報がLycosの「就職・転職」に同時掲載されます。�

ＬＹＣＯＳにも求人情報を掲載！�

[en]転職コンサルタント�
日本全国の優良人材紹介会社集合サイト�

■ 企画概要�

【名 称】�

【内 容】�

人材紹介会社 評価システム�

[en]転職コンサルタント会員ページ�

[en]転職コンサルタントの主な機能�

編集記事＆メールサービス�

自分に最適な人材紹介会社を検索！登録可能！�

人材紹介会社の利用方法を徹底検証！�

WEBメール、検索条件作成の保存が可能！�

業界初の試み！�

[en] 転職コンサルタントは、全国の厳選された転職コンサ

ルタント(職業紹介会社) を結ぶ、日本全国の優良人材紹介会

社集合サイトです。自分に合ったコンサルタントを探して、

転職相談やキャリア査定の申し込みをすることができます。�

現在、[en]転職コンサルタントには、一般の求人広告として

は出ない、コンサルタントが企業から特命を受けた6000件

以上の求人情報が掲載されています。�

［en］転職コンサルタントでは、会員向けのサービスとし
て、転職コンサルタントへの転職・キャリアアップに関
するインタビュー記事を掲載しています。また、週２回
メールで、サイトの更新情報や転職に役立つコンテンツ
を配信しています。�

コンサルタントを探す�
各社の所在地・得意分野等から、自分に最適な転職コン�
サルタントを検索できます。�
�
求人情報を探す�

コンサルタントが企業から匿名で人材を探している、一
般の求人広告としては出ない求人情報を検索できます。�
�
プロフィールを匿名公開する�
プロフィール、希望する分野・条件などをWEBレジュメ
で匿名公開できます。匿名のまま、コンサルタントにキ
ャリア査定や転職相談を申し込むこともできます。 

［en］転職コンサルタントに
掲載されている「転職コンサ
ルタント」（職業紹介会社）
を実際に利用したユーザー
が各会社のサービス内容を
「評価」するというもの。こ
れによって、ユーザーが各
人材紹介会社を評価、リア
ルな利用者の声を知ることが
できます。�

※求職者は、このサイトサービスを全て無料で利用できます。�

会員はWebレジュメを作成

することにより、自分の条

件にマッチした人材紹介会

社、仕事案件にレジュメを

送付できます。�



[en]派遣のお仕事情報�
希望条件にピッタリのお仕事情報をメールでキャッチ�

【名称】�[en]派遣のお仕事情報�

インターネットによる求人情報告知サービス�【 内 容 】 �

■ 企画概要�

各社が主催するキャンペーン情報やトピックス性のある注目の仕
事情報を満載する派遣会社集合サイト。現在仕事を探している人
は毎日、長期的に仕事を探していきたい方には１週間に1回とい
うように状況に合わせて配信頻度や配信内容のカスタマイズが出
来ます。imodeやメールといった端末の選択も可能な派遣情報
配信サービスです。 

Womenjapan.com と提携！�

● Womenjapan.com

     URL: http://www.womenjapan.com/

※派遣会社を探すユーザーの方は、このサイトサービスを全て無料で利用できます。�

[en]派遣のお仕事情報の主な機能�

新着ＴＯＰＩＣＳ�

自分に最適な派遣会社を検索！一括登録も可能！�

派遣会社からの注目情報を掲載！�

派遣Ｑ＆Ａ�
派遣に関する疑問や不安はここで解決！�

WORD・EXCELの�
スキルが活かせる�
POWER POINTの�
スキルが活かせる�
ACCESSの�
スキルが活かせる�
語学力が活かせる�

大手企業�

外資系�

ベンチャー企業�

週４日以内�

始業が 10:00以降�

終業が 16:00より前�

交通費支給あり�

…………………………………………………………………�

…………………………………………………………………�

ＭＹめーる�
ひとりひとりの希望に合わせた仕事情報を配信！ 

[en]派遣のお仕事情報の情報は、急激なアクセスの増加を記録してい
る女性ポータルサイト「Womenjapan.com」に新着Ｔopics、お仕
事情報を提供しています。�

派遣会社を探す�
各社の登録拠点や得意分野から、自分にあった派遣会
社を探せます。また、自分がチェックをした派遣会社
に一括で登録申し込みができます。�
�
仕事情報を探す�

職種、勤務地、期間、時給から、自分にあった仕事情報
を検索、「WORD・EXCELのスキルが活かせる」、「語学力
が活かせる」、「外資系」、といった『お仕事マーク』を利
用して、希望の仕事を紹介してくれる派遣会社に登録を
することが出来ます。�

勤務地、職種、時給 など、ユーザーひとりひとりの
希望条件に合った仕事情報だけを編集して、メール配�
信します。配信頻度は、月～金の毎日か、週１回をユ
ーザーが選択。貴社急募情報と、仕事を見つけたいユ
ーザーのタイミングを逃しません。ＭＹメールは、Email
と携帯メールに配信します。�

高時給のお仕事や、人気の
高いお仕事など、派遣会社
からの耳よりな情報をピッ
クアップしてお知らせして
いきます。�

派遣でのお仕事を考えている方向けのコーナーです。�
派遣でお仕事をするに当たっての不安や疑問、保険に
関する情報を掲載。ユーザーから寄せられた質問に事
務局がお答えいたします。�



[en]キャリアエグゼクティブ�

【名称 】�年収1000万円以上の転職情報�
[en]キャリアエグゼクティブ�

ハイキャリア層のためのインターネット求人情報サービス�【 内 容 】 �

■ 企画概要�

キャリアの匿名公開で�
企業からスカウトを受けられます。�

エグゼクティブ層のために�
専門特化したカテゴリ�

① WEBメール�

② WEBレジュメ�

③ 応募企業管理�

●職種からさがす�

CEO、COO、CIO、経営幹部�
CFO、経理、財務、コントローラー�
総務、人事、法務、IR、特許�
事業開発、新規事業マネージャー�
マネージャー、管理職、工場長�
企画、マーケティング、商品開発�
営業、海外営業、営業マネージャー�
コンサルタント�
ITコンサルタント�
エンジニア�
金融スペシャリスト�
クリエイター�
その他�

●ポジションからさがす�

エグゼクティブ�
スペシャリスト�
マネージャー�

●分野からさがす�

上場企業�
公開予定企業�
外資系企業�
ベンチャー企業�

年収1000万円以上の転職情報�

掲載する転職情報は、年収1000万円以上のみ。�

名前や連絡先など個人を特定する情報を公開せずに、転職活動を
進めることや、自分の履歴書を匿名で公開し企業からの打診を待
つことができるマネージャー、スペシャリスト向けの転職情報サ
イトです。�

※求職者は、このサイトサービスを全て無料で利用できます。�

ベストマッチを実現！�

充実の会員向けサービス！�

キャリアの匿名公開機能を利用すれば、募集企業からスカウトが受けら
れるようになります。また、あなたのキャリアが市場でどのように評価
されるかが把握できます。�

［en］キャリアエグゼクティブでは、応募の際や企業
からスカウトがあった際の事務局との連絡をWEBメー
ルで行います。WEBメールでの連絡により、企業へ個
人を特定する情報を公開することなく、より安全に
転職活動をすすめることができます。�

WEBレジュメを登録・作成すると、募集案件に対して
匿名での応募や、レジュメを匿名公開して、企業か
らのスカウトを待つことができます。�

［en］キャリアエグゼクティブを通じて、応募した案
件や企業からスカウトのあった案件の進捗状況が確
認できます。�

ログイン画面�
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有 価 証 券 届 出 書 

  
関東財務局長 殿 
 

平成13年５月17日提出 
 

 会社名 エン・ジャパン株式会社 

 英訳名 en-japan inc. 

 代表者の役職氏名 代表取締役社長 越 智 通 勝 
 

本店の所在の場所 東京都新宿区西新宿６丁目５番１号 電話番号 03(3342)3366 

  連絡者 取締役 
管理部長 宇 野 敏 弘 

最寄りの連絡場所 同上 電話番号 同上 

  連絡者 同上 

 

届出の対象とした募集 
 

募集有価証券の種類  株式 

募集金額  入札による募集 ―円 

  入札によらない募集 ―円 

  
ブックビルディング 
方式による募集 850,000,000円 

 
(注) 募集金額は、有価証券届出書提出時における見込額(商法上の発行価額の総額)であります。 

 

有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所 
 

 名称  所在地  
 
  該当事項はありません。  
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第一部 証券情報 

第１ 募集要項 

1. 新規発行株式 
 

額面・無額面の別及び種類 発行数 摘要 

額面普通株式 
(券面額50,000円) 

株 
1,000(注) 平成13年５月16日開催の取締役会決議によっております。 

(注) 発行数については、平成13年５月29日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。 

 

2. 募集の方法 

平成13年６月６日に決定される引受価額にて引受人は買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価

額(発行価格)で募集を行います。引受価額は平成13年５月29日開催予定の取締役会において決定され

る発行価額以上の価額となります。引受人は払込期日に引受価額の総額を当社に払込み、本募集にお

ける発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対して引受手数料を

支払いません。 

なお、本募集は、株式会社大阪証券取引所(以下「取引所」という。)の定める「上場前の公募又は

売出し等に関する規則」(以下「上場前公募等規則」という。)第３条の２に規定するブックビルディ

ング方式(株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格に係る仮条件を投資家に提示

し、株式に係る投資家の需要状況を把握したうえで発行価格等を決定する方法をいう。)により決定す

る価格で行います。 
 

区分 発行数 発行価額の 
総額 

資本組入額の 
総額 摘要 

入札による募集 
株 

― 
円 

― 
円 

― 入
札
方
式 入札によらない募集 ― ― ― 

ブックビルディング方式 1,000 850,000,000 425,000,000 

1. 全株式を証券会社の買取引受
けにより募集いたします。 

2. 上場前の公募増資等を行うに
際しての手続き等は、取引所
の定める「上場前公募等規
則」により規定されておりま
す。 

計(総発行株式) 1,000 850,000,000 425,000,000 ― 

(注) 1. 発行価額の総額は、商法上の発行価額の総額であり、有価証券届出書提出時における見込額であります。 
   2. 資本組入額の総額は、発行価額の総額(見込額)の２分の１相当額を資本に組入れることを前提として算

出した見込額であります。 
   3. 有価証券届出書提出時における想定発行価格(1,000,000円)で算出した場合、本募集における発行価格

の総額(見込額)は、1,000,000,000円となります。 

 

3. 募集の条件 

(1) 入札方式 

イ．入札による募集 

該当事項はありません。 

 

ロ．入札によらない募集 

該当事項はありません。 
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(2) ブックビルディング方式 
 

額面・無 
額面の別 発行価格 引受価額 発行価額 

資本 
組入額 

申込株 
数単位 申込期間 申込 

証拠金 払込期日 

額面株式 
未定 
(注)1. 

未定 
(注)1. 

未定 
(注)3. 

未定 
(注)3. 

株 
１ 

自 平成13年６月８日(金) 
至 平成13年６月12日(火) 

未定 
(注)2. 

平成13年 
６月14日(木) 

摘要 

1. 申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたし
ます。 

2. 募集株式は全株を引受人が引受価額にて買取ることといたします。 
3. 申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当いたします。 
4. 申込証拠金には、利息をつけません。 
5. 株券受渡期日は、平成13年６月15日(金)であります。株券は財団法人証券保管振替機構(以下「機
構」という。)の業務規程第66条の３に従い、一括して機構に預託されますので、上場(売買開始)
日から売買を行うことができます。なお、株券の交付を希望する旨を事前に証券会社に通知された
方には、上場(売買開始)予定日(平成13年６月15日(金))以降に証券会社を通じて株券が交付されま
す。 

6. 発行価格はブックビルディング方式によって決定いたします。 
7. 発行価格の決定に当たっては、仮条件を提示し、その後発行価格を決定することとなります。その
日程等については、下記の(注)1.を参照下さい。 

8. 申込みに先立ち、平成13年５月31日から平成13年６月５日までの間で引受人に対して、当該仮条件
を参考として需要の申告を行うことができます。当該需要申告は変更又は撤回することが可能であ
ります。 

  販売に当たりましては、取引所の株券上場審査基準に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流
通性の確保等を勘案し、需要申告を行わなかった投資家に販売が行われることがあります。 

  需要申告を行った投資家への販売については、引受人は、各社の定める販売に関する社内規程等に
従い、発行価格若しくはそれ以上の需要の申告を行った者の中から、原則として需要申告への積極
的参加の程度、証券投資についての経験、知識、投資方針等を勘案した上で決定する方針でありま
す。 

  需要の申告を行わなかった投資家への販売については、引受人は、各社の定める販売に関する社内
規程等に従い、原則として証券投資についての経験、知識、投資方針、引受人との取引状況等を勘
案して決定する方針であります。 

(注) 1. 発行価格の決定に当たり、平成13年５月29日に仮条件を提示する予定であります。 
当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リスク等を総合的に勘案した上で、平成13年６月６
日に発行価格及び引受価額を決定いたします。 
仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性の高い公開会社との比較、価格算定
能力が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。 
需要申告の受付けに当たり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的に、機
関投資家等を中心に行う予定であります。 

   2. 申込証拠金は、発行価格と同一の金額といたします。 
   3. 平成13年５月29日開催予定の取締役会において、平成13年５月30日に公告する予定の発行価額及び資本

組入額を決定する予定であります。 
   4. 引受価額が発行価額を下回る場合は新株式の発行を中止いたします。 
   5. 「2.募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と平成13年５月30日に公告する予定の発行価額及び

平成13年６月６日に決定する引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、引
受人の手取金となります。 

   6. 新株式に対する配当起算日は、平成13年１月１日といたします。 
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申込取扱場所 

後記「4. 株式の引受け」欄の証券会社の全国の本支店及び営業所で申込みの取扱いをいたします。 

 

払込取扱場所 
 

店名 所在地 

株式会社三井住友銀行 新宿西口支店  東京都新宿区西新宿一丁目７番１号 

株式会社東京三菱銀行 新宿中央支店  東京都新宿区西新宿一丁目８番１号 

(注) 上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。 

 

4. 株式の引受け 
 

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件 

国際証券株式会社 東京都中央区新川二丁目27番１号 
株 
 

日興ソロモン・スミス・バ
ーニー証券会社 東京都港区赤坂五丁目２番20号  

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲二丁目４番１号  

こうべ証券株式会社 大阪府大阪市北区西天満五丁目16番３
号 未定 

いちよし証券株式会社 東京都中央区八丁堀二丁目14番１号  

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番６号  

明光ナショナル証券株式会
社 東京都中央区日本橋小網町14番１号  

1. 買取引受けによりま
す。 

2. 引受人は新株式払込金
として、平成13年６月14
日までに払込取扱場所へ
引受価額と同額を払込む
ことといたします。 

3. 引受手数料は支払われ
ません。ただし、発行価
格と引受価額との差額の
総額は引受人の手取金と
なります。 

計 ― 1,000 ― 

(注) 1. 引受株式数及び引受けの条件は、平成13年５月29日開催予定の取締役会において決定する予定でありま
す。 

   2. 上記引受人と発行価格決定日(平成13年６月６日)に元引受契約を締結する予定であります。 
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5. 新規発行による手取金の使途 

(1) 新規発行による手取金の額 
 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額 

円 
1,000,000,000 

円 
20,000,000 

円 
980,000,000 

(注) 1. 払込金額の総額は、引受価額の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格を基礎として
算出した見込額であります。 

   2. 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 
   3. 引受手数料は支払わないこととされたため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したも

のであります。 

 

(2) 手取金の使途 

今回計画している公募増資による調達資金の使途については、運転資金、システム投資への充当、

当社事業と相乗効果のあると判断される事業に対する投資を行う方針でありますが、具体的な資金

需要の発生までは、安全性の高い金融商品で運用していく予定であります。 
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事業の概況等に関する特別記載事項 

当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えら

れる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社は、

これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であり

ますが、本株式に関する投資判断は、以下の特別記載事項及び本項以外の記載事項を、慎重に検討した

上で行われる必要があると考えております。また、以下の記載は本株式への投資に関連するリスクをす

べて網羅するものではありませんので、この点ご留意下さい。 

 

1. 当社の現状について 

(1) 株式会社日本ブレーンセンターとの関係について 

当社は平成12年１月14日に設立され、その後株式会社日本ブレーンセンターより、同社の求人求

職サイトの企画・開発・提供並びにシステムの運営に関する営業を譲り受けることにより、事業を

開始しております。(営業譲受の明細につきましては「第二部 企業情報、第２ 事業の状況、4. 

経営上の重要な契約等、(1) 営業譲受」を参照願います。) 

なお、同社は当社の大株主(提出日現在の所有割合3.3％)であると同時に販売代理店であり、平成

12年12月期における同社への売上高は総売上高の15.1％を占めております。また、当社の代表取締

役社長であります越智通勝は、同社の非常勤取締役会長を兼務しております。 

平成12年12月期における同社との取引は、以下の通りであります。 

 

(株式会社日本ブレーンセンターとの取引) 

 

第１期(自平成12年１月14日 至平成12年12月31日) 
          (単位：千円) 

関係内容 
属性 会社等 

の名称 住所 資本金又 は出資金 
事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

代理店売上 93,506 売掛金 14,831 

ソフトウェ
ア購入 4,498 未払金 943 

従業員の採
用及び研修
費用 

17,685 ― ― 

広告宣伝 16,330 未払金 2,988 

業務委託 4,600 ― ― 

回線使用料 3,403 ― ― 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

(株)日本
ブレーン
センター 

大阪市 
淀川区 28,000 

人事コンサ
ルティング
業 

(被所有) 
直接3.5％ 兼任１名 

当社広告
媒体の販
売 

被債務保証 2,185 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 被債務保証は、当社のリース取引及びレンタル取引に対する債務保証を受けているものでありま
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す。なお、保証料の支払いは行っておりません。 

(2) 代理店売上については、他の代理店と同じ条件の下で取引しております。 

(3) ソフトウェアの購入、従業員の採用及び研修費用、広告宣伝については、(株)日本ブレーンセン

ターが一般取引先へ販売する条件と同一であります。 

(4) 業務委託については、一般取引先と同様に委託内容ごとに協議の上、契約書に基づいて決定して

おります。 

(5) 回線使用料については、実費相当額金額の取引です。 

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。 

 

(2) 当社の事業内容について 

終身雇用・年功序列慣行の崩壊により、人材の流動化が今後益々盛んとなる状況において、当社

はインターネットを利用した求人転職情報サービス事業を展開しております。現在、首都圏を中心

に求人企業(クライアント)と求職者(ユーザー)との最適なマッチングに努めております。 

事業の内訳としましては［en］社会人の就職情報、［en］転職コンサルタント、［en］派遣のお

仕事情報及び［en］キャリアエグゼクティブの４つの求人サイト(*1)を運営しております。収益源

の大半は求人企業からのインターネット広告掲載料であります。［en］キャリアエグゼクティブに

関してのみ、広告掲載料に加え、求人企業に求職者をマッチングさせることにより発生する成功報

酬であります。 

今後、各サイトの拡大には求人企業の増加が必要であり、そのためには広告効果を高め、より多

くの転職希望者を各サイトに集客することが必要となります。当社ではポータルサイト「Yahoo! 

Japan」(*2)、「Lycos」(*3)、技術系専門サイト「MOUG」(*4)、女性専門サイト「Women 

Japan.com」(*5)の各転職情報コーナーに転職情報を提供しており、新規ユーザーの獲得に注力して

おります。また、約21万人(平成13年３月31日現在)の転職に関心のある会員のデータベースを構築

しており、求人情報やキャリアアップ情報の配信を通じてサイトへの集客力を高めております。 

 

① ［en］社会人の就職情報 

当サイトは、技術系から事務系、サービス関連職に至る様々な職種の採用を実現する総合転職

情報サイトであります。このサイトの特色は、掲載企業全社にわたって「詳細な求人情報」を発

信している点です。一社一社独自の取材・撮影を行い、企業の魅力や特長を的確にかつ正直に伝

える求人広告を作成。転職希望者は、企業の規模や知名度だけでなく、独自性や理念、社内風土

などから自分に適した企業を選ぶことができます。 

また、ユーザーのキャリアと、求人企業が求めるキャリアを自動的にマッチングさせる「キャ

リアマッチ検索」サービスがあります。(ビジネスモデル特許出願済)ユーザーは自分のキャリア

や現有スキルがどのような企業に求められているのかを知ることができ、「キャリアを活かした

仕事」や「職種転換が可能な仕事」を検索することができます。 

さらに、ユーザーのスキル・キャリアを匿名公開し、当サイトに参画している企業からのアプ

ローチを受けられる「スカウト機能」サービスがあります。ユーザーは匿名性が保たれるのでリ

スクを抑えた転職活動が可能です。同時に匿名登録しておいた自分のスキル・キャリアに対する

外部からの評価を知ることができます。 

この他にも、採用状況の一元管理が可能な「クライアント用管理ページ」を用意しております。
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この管理ページでは自社への応募者数・応募者履歴の閲覧、選考の進捗状況の管理などが行えま

す。 

当サイトは上記の様々な機能によって、ユーザーと企業とのより適切なマッチング機会の創出

に努めております。掲載企業数は約350社、掲載職種件数は約1,600件に上ります。(平成13年３月

31日現在) 

 

② ［en］転職コンサルタント 

当サイトは、全国の人材紹介会社約60社と転職希望会員ユーザー約27,000人をデータベース化

した人材紹介会社集合サイトであります。ユーザーは各社の特徴と約6,000件の求人案件を横断的

に検索できます。また、自分のレジュメ(履歴書・職務経歴書)を匿名で公開し、コンサルタント

からの打診を受けることが可能です。ユーザーは「匿名公開」を利用することにより、キャリア

を生かせる転職先企業の紹介を受けたり、外部から見た自分のコアコンピタンスや市場価値を知

ることができます。一方人材紹介会社は、匿名公開されたレジュメを検索し、ターゲット人材に

直接アプローチすることができます。 

また、「ユーザーからの人材紹介会社評価」を導入。ユーザーは自分と同じ立場にある転職者

の、各人材紹介会社に対する「評価」を知ることができます。人材紹介会社にとっては、自社の

サービスに対する評価を得られることで、サービスの改善を図ることが可能となりました。 

 

③ ［en］派遣のお仕事情報 

当サイトは、仕事選びの利便性を実現するカスタマイズ機能を備えた派遣会社集合サイトであ

ります。勤務地、仕事内容、時給、勤務時間・期間など、ユーザーの希望就業条件に合致した求

人情報のみが表示される「MYページ」や「仕事情報配信メール」などによるマッチングを図って

おります。このサイトの特長は、「掲載情報の即時更新」、「仕事情報が毎日配信」されるとい

う点にあります。急なオーダーに対応したい派遣会社と短期間のうちに仕事を発見したいユーザ

ー、双方にとって利便性が高いサイトであります。ユーザーは、複数の派遣会社から自分の希望

条件に合った仕事情報だけがメールで配信されるので、比較検討しながら効率的に仕事選びを行

うことができます。 

派遣会社は、専用管理画面から仕事情報の入力・更新を24時間行うことができます。ここから

入力された仕事情報はWEBサイトに掲載されるとともに、希望条件に合致したユーザーに直接メー

ル配信されます。 

 

④ ［en］キャリアエグゼクティブ 

当サイトは、年収1,000万円以上の転職情報のみを掲載する「マネージャー」、「スペシャリス

ト」向けの会員制求人・転職情報サイトであります。従来このクラスの人材採用は、ヘッドハン

ティングなどを介して行われてきたため、クライアント側もユーザー側も、ごく限られた範囲の

情報から取捨選択するしかありませんでした。 

当サイトは会員制をとり、求人求職情報をオープンすることで、クライアント・ユーザー双方

がより広い範囲の情報の中から、より良い選択を可能にしました。また、このサイトでは専門ス

タッフによる事務局が会員クライアント・ユーザー双方をサポートし、求人・求職にかかる労力

やリスクの軽減を実現しております。 
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第１期(自 平成12年１月14日 至 平成12年12月31日)売上高の内訳は次のとおりであります。 
 

サービス内容 売上高(千円) 比率(％) 

［en］社会人の就職情報 488,479 78.70 

［en］転職コンサルタント 102,435 16.51 

［en］派遣のお仕事情報 29,737 4.79 

［en］キャリアエグゼクティブ ― ― 

合計 620,652 100.00 

(注) 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。 
   2. ［en］キャリアエグゼクティブは、平成12年12月にオープンしたサイトであります。 

 

*1 サイト          ：インターネット上で、ホームページやデータが置かれているサーバー 
*2 Yahoo! Japan    ：ヤフー株式会社が運営。日本最大のアクセス数を誇るポータルサイト 
*3 Lycos           ：ライコスジャパン株式会社が運営するポータルサイト 
*4 MOUG            ：プロジェクトエー株式会社が運営する技術系専門サイト。技術者を中心に７万人の会

員を持つ。「MOUG」は「Microsoft Office Users Group」の略 
*5 Women Japan.com ：株式会社ウーマンジャパンドットコムが運営する女性向け情報を配信する専門サイト 

 

(3) 競合について 

当社が行う求人転職情報サービスの事業に関する分野では、①求人情報誌、新聞等の紙媒体系求

人広告会社、②インターネット媒体系求人広告に２分されますが、当社は②の分野に属しておりま

す。同分野に属する事業者は多く新規参入も相次いでおり、更に競争は激しくなっております。 

当社では他社との差別化として、前述しました特徴を活かすと同時に、①継続的なシステムの機

能向上、②クライアント及びユーザー向けサービスの向上、③ブランド力の維持・強化に努める所

存であります。 

また、価格競争につきましては、当社のサービスの一部をより安価な価格で提供する事業者もあ

りますが、当社は適正な価格にて、よりきめ細かなサービスを提供することにより、クライアント

からの信頼を得ることが重要であると考えております。しかし、差別化が当社の計画通りに進まな

かった場合には、業績に影響を与える可能性があります。 

 

(4) 特定業種への依存について 

当社は全業界・全業種を対象とした営業を行っております。現在、通信・情報業界の求人が多く、

平成13年３月末時点において同業界に対する依存度が46％と高くなっております。今後も全業界・

全業種を対象とした営業を展開していく所存でありますが、特定の業種の好不況により当社の業績

が影響を受ける可能性があります。 
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(5) 個人情報について 

当社が提供するサービスに関するクレームやトラブルに対しては、必要に応じて当社の責任者が

対応する体制をとっております。個人データは暗号化して送信されており、個人情報を保管してい

るサーバーにつきましても24時間管理のセキュリティー設備のあるデータセンターで厳重に管理さ

れております。また、このサーバーに保管されているデータへアクセスできるのは、一部の社員の

みで制限されております。当社におきましても個人情報の厳格な管理を徹底すべく、プライバシー

マーク(*1)を取得致しました。(平成13年３月22日) 

しかし、個人情報の流出等の重大なトラブルが発生した場合には、契約内容にかかわらず法的責

任を課される危険性があります。また法的責任まで問われない場合でもブランドイメージ悪化など

により、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。 

 

 *1 プライバシーマーク：経済産業省指導のもと(財)日本情報処理開発協会が、個人情報の保護に関して社内
管理体制が整備されている企業に対して付与するマークのこと。 

 

(6) システムダウンについて 

当社の事業はコンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しております。自然災害や事

故などにより、通信ネットワークが切断された場合には当社の営業は不可能となります。一時的な

過負荷によって当社又はプロバイダーのサーバーが作動不能に陥ったり、外部からの不正な侵入犯

罪や社員の誤操作によるネットワーク障害が発生する可能性があります。 

これらの障害が発生した場合には直接的損害が生じるほか、当社に対する訴訟や損害賠償などで、

当社の事業の信頼性に影響を及ぼす可能性があります。 

 

2. 事業体制について 

(1) 代表者への依存について 

当社の事業の推進者は、創業者であり代表取締役でもある越智通勝であります。同氏は会社の経

営方針や戦略の決定において重要な役割を果たしております。当社では事業拡大に向け、過度に同

氏に依存しない経営体制の構築をすでに進め、マンパワーを強化し権限の委譲を行ってきておりま

す。しかし何らかの要因により同氏が退任するような事態となった場合には、当社の業績その他に

影響を与える可能性があります。 

 

(2) 業務提携について 

当社の事業を成功させるためには、マーケットへの自社ブランドの浸透が重要です。現状締結し

ている「Yahoo! Japan」、「Lycos」、「MOUG」、「Women Japan.com」などのサイト以外にも、必

要に応じて業務提携を行っていく方針であります。これらの契約期間は通常１年で、その後１年ず

つ更新されます。万一、契約が更新されなかったり、契約解除となった場合には、当社の事業に影

響を与える可能性があります。 
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(3) 開発体制について 

インターネット関連業界は技術革新が早く、新技術、新サービスが常に生み出されております。

当社の事業はインターネットと深く関わっており、競争力のあるサービスを提供し続けるためには、

かかる新技術及び新サービスを適時に提供していくことが重要と考えております。 

質の高いサービスを迅速に提供し続けるため、当社は基本的に社内で開発できる体制をとってお

ります。メディア開発部が営業部との連携プレーにより、クライアントやユーザーから寄せられる

様々なリクエストを直接吸い上げ、スピーディーに自社システムに反映しております。 

メディア開発部は未だ小規模であり、拡充の必要があると考えております。人材の拡充が計画通

りに進まず、サービス強化につながる有効なシステム開発に時間がかかり、新技術や新サービスの

提供が遅れるような場合には、業界内での競争力の低下を招く可能性があります。 
 

(4) 知的所有権について 

当社はブランドを重要な財産と考え、その商標権や、独自開発のシステムやビジネスモデルに関

する特許権や実用新案権などの取得を目指しております。現在、商標登録９件やビジネスモデル特

許１件を申請中であります。また、当社のサイト内のサービスやコンテンツに関しての複写、送信、

翻訳等の無断転用を禁止すること、及び当社に著作権が存在することを当社のサイト上で注意喚起

しております。しかし、逆にいえば第三者から当社のサービスが当該第三者の知的所有権を侵害し

ていると警告される可能性があります。この場合、所有権の判定に際し時間がかかり、訴訟あるい

は損害賠償などの費用が発生することにより、当社の事業遂行に影響を与える可能性があります。 
 

(5) 小規模組織であること 

当社は平成13年４月１日現在、従業員総数が54名と小規模組織となっております。当社は急激な

業務拡大途上にあり、技術開発の必要性もあるため、これらの要請に適切に対応できる人材を確保

する必要があります。 

当社は、人員の積極的な増強や社内外の教育システムの充実などにより、内部管理体制の一層の

強化を図る予定であります。さらに、当社商品の拡販および拠点展開を推進していく上で、人員の

増強が不可欠であります。 

人材の採用が当初計画通りに進まない場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
 

3. 経営成績の変動について 

(1) 当社の業歴について 

当社は、平成12年１月14日に設立された社歴の浅い会社であります。設立第１期にもかかわらず、

商品企画・開発力、求人広告制作力、コンサルティング営業力の相乗効果により、業績は順調に推

移致しました。 

しかし、当社の事業はインターネットの普及に大きく左右され、また、当社の経営計画における

策定根拠の中に不確定要素が含まれていることは否めず、現時点において当社が想定する業績見込

みに変更が生じる可能性があります。また、現在当社が予想していない支出などが発生する可能性

もあります。 

また、当社の業歴が短いことにより、業績の期間比較を行うための十分な財務数値が得られず、

そのため当社の過年度の経営成績は、今後の当社の売上高、利益等の成長率を判断する材料として

は不十分な面があります。 



ファイル名:05-9261405501306.doc 更新日時:01/05/12 13:47 印刷日時:01/05/16 11:09 

― 11 ― 

(2) 最近の経営成績及び財政状態について 

平成13年１月１日から平成13年３月31日までの経営成績の概況及び平成13年３月31日現在の財政

状態の概況を、株式会社大阪証券取引所の定める「ナスダック・ジャパン市場に関する有価証券上

場規程、業務規程、信用取引及び貸借取引規程並びに受託契約準則の特例」第14条の規程に基づき

公表したものを、参考までに掲げると次のとおりであります。 

なお、当該概況については、原則として企業会計審議会により公表された中間財務諸表作成基準

に準じて作成したものであり、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査法人太田昭和センチュリ

ーの監査を受けておりません。 

(ⅰ)第２期 第１四半期(平成13年１月１日～平成13年３月31日)の業績 
  (単位：千円) 

期間 
 

業績 

第２期 第１四半期 
自 平成13年１月１日 
至 平成13年３月31日 

第１期 通期(参考) 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

売上高 422,826 620,652 

営業利益 276,946 254,467 

経常利益 276,901 249,271 

 

(ⅱ)主な資産・負債の変動について 

平成13年３月31日現在の資産・負債は平成12年12月31日現在と比較して、次の通り変動してお

ります。 
(単位：千円) 

科目 平成13年３月31日現在 平成12年12月31日現在 
に対する増減額 

(資産の部)   

1. 現金及び預金 780,271 21,618 

2. 売掛金 258,359 120,561 

(負債の部)   

1. 未払金 46,735 △21,826 

2. 未払法人税等 ― △130,988 

(注) 科目ごとの変動額が総資産額の１％を越えるものを記載しております。 
   また、その他の資産・負債につきましては、大きな変動はありません。 

 

4. 今後の事業展開について 

(1) 新規事業に伴うリスクについて 

当社は、今後『en』のブランド力を活かして、クライアント及びユーザーに対して一層のサービ

ス、コンテンツの充実なども含め、新たなサービスを開発・展開していく方針であります。また、

ポータルサイト等と様々な業務提携や協力関係により、さらに幅広いビジネス展開を積極的に行っ

ていく方針であります。 

新規事業の展開にあたってはその性質上、予測とは異なる状況が発生することなどにより計画通

りに事業展開ができず、当社全体の業績に影響を与える可能性があります。 
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(2) 広告宣伝について 

当社の事業拡大には『en』を利用すれば確実に採用あるいは就職できる、という『en』ブランド

力の認知度及び実績を上げることが重要であり、そのためには既存媒体を含めた広告宣伝活動を積

極的に展開し、集客力を高めることにより達成されると考えております。 

しかしながら、その効果について正確に予測することは不可能であります。また、その詳細につ

いても未定であるため、広告宣伝費の金額によっては費用の増大につながり、当社の業績に影響を

与える可能性があります。 
 

5. 業界動向について 

(1) インターネット市場の動向について 

当社の事業はインターネットと強い関連性を有しておりますので、インターネットの更なる普及

が成長のための基本的条件であります。この点、日本国内においてインターネット人口は確実に増

加してきており、従来の情報通信メディアと比較しても急速に普及しております。平成11年末にお

ける日本国内の利用者数は2,706万人(対前年比59.7％増)、平成17年には7,670万人に達するものと

推計されております。(平成12年版通信白書)また、インターネット接続端末であるパソコンの低価

格化及びインターネット接続に必要な電話料金の低下等により、ますます社会にインターネットが

浸透していくものと予想されます。 

さらに、我が国のインターネット関連ビジネスの内、インターネットを利用し最終消費財やサー

ビス提供を行うインターネットコマースの市場規模は、平成11年で3,500億円(対前年比約2.1倍)、

平成17年には７兆1,289億円と予想しております。(平成12年版通信白書) 

当社の事業ドメインである求人広告市場も堅調な伸びを示しております。(社)全国求人情報誌協

会が発表する紙媒体での求人広告件数の集計結果によると、平成12年の転職市場における正社員の

求人件数は143万件、前年比37.3％増となっております。また、インターネットを用いた求人広告市

場は、前述したインターネット利用者数の増加に伴い急速な伸びを示しており、前年比約２～３倍

に拡大しております。 

しかしながら、インターネットの歴史がまだ新しいこともあって、インターネット普及に関して

の将来性は不透明な部分があるため、普及に伴う弊害の発生及び利用に関する規制の導入、その他

予期せぬ要因によって、インターネット利用者の今後の順調な増加が見られない可能性があります。

このような状況に至った場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
 

(2) インターネットをめぐる法的規制の可能性について 

現在、我が国においてインターネット関連事業のみを規制する法令は、非常に限定されているた

め、法的整備の不備が指摘されております。諸外国においてはインターネットを利用した取引、そ

の他についてのルールが徐々に明確化し、何らかの法的判断が示されているケースもでてきており

ます。今後インターネットに関わる規制や法令等が制定されたり、既存の法令等の適用が明確にな

ることなどにより、当社の事業が制約される可能性があります。 
 

(3) 人材業界における法的規制について 

人材情報サービス事業におきましては、公衆に対して「労働者の募集方法」、「労働条件の明

示」など正確な情報を伝える義務が職業安定法により課されております。また、労働基準法による
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「男女同一賃金の原則」、最低賃金法による「各都道府県の地域別または産業別の最低賃金」、消

費者保護法の表示の適正化等に基づく「虚偽又は誇大な表示の規制」などの法的規制により、当社

事業活動に制約を受ける可能性があります。 

当社はこれら法令を遵守すべく求人原稿を作成し、クライアントに対しても法令の趣旨を十分に

伝え、ユーザーに信頼と安心をしていただけるよう努力しております。しかし、何らかの理由でこ

れら法令違反防止体制が十分に機能しなかった場合には、ユーザーの信頼と安心を失い、当社の事

業に影響を与える可能性があります。 

また、当社は、職業安定法に定める有料職業紹介事業の許可を、平成12年11月に労働大臣より取

得しております。かかる許可の有効期間は３年間で、許可失効前に更新されることが予定されてお

りますが、かかる許可が更新されなかったり又は取消された場合には、当社の業績に影響を与える

可能性があります。 
 

6. その他 

(1) 配当政策等について 

当社は創業してまもないこともあり、事業資金の流失を避け且つ内部留保の充実を図るため、設

立以降現在に至るまで金銭による配当は実施しておりません。しかしながら、株主への利益還元に

ついては重要な経営課題として認識しているため、平成13年３月30日に１株につき４株の割合で株

式分割を実施しております。 

今後も経営基盤の強化及び積極的な事業展開に備えた資金の確保を優先する方針ですが、経営成

績及び財政状態を勘案しつつ金銭による配当も検討する所存であります。 
 

(2) 役員及び従業員に対するストックオプションについて 

当社は平成13年３月15日開催の取締役会決議及び平成13年３月30日開催の定時株主総会の特別決

議に基づき、平成13年３月30日に、当社取締役４名及び従業員29名に対し、商法280条ノ19に基づき

新株引受権(ストックオプション)の付与を行っております。当該新株引受権の内容は以下のとおり

であります。 

株式の種類         額面普通株式 

新株発行予定株数      250株 

発行価額          １株につき  750,000円 

資本組入額         １株につき  375,000円 

発行価額の総額       187,500,000円 

資本組入額の総額       93,750,000円 

付与の対象者        取締役４名及び従業員29名 

新株引受権行使期間     平成15年４月１日から平成23年３月29日 
 

(注) 本新株引受権の行使により発行する株式の発行価額中資本に組入れる額は、発行価額(ただし、調整が
行われた場合は、調整後の発行価額)に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場
合は、その端数を切り上げた額とします。 

 

(3) 調達資金の使途について 

今回計画している公募増資による調達資金の使途については、運転資金、システム投資への充当、

当社事業と相乗効果があると判断される事業に対する投資を行う方針でありますが、具体的な資金

需要の発生までは、安全性の高い金融商品で運用していく予定であります。 
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第二部 企業情報 

第１ 企業の概況 

1. 主要な経営指標等の推移 
 

回次 第１期 

決算年月 平成12年12月 

売上高 (千円) 620,652 

経常利益 (千円) 249,271 

当期純利益 (千円) 132,591 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― 

資本金 (千円) 322,500 

発行済株式総数 (株) 1,375 

純資産額 (千円) 717,591 

総資産額 (千円) 957,833 

１株当たり純資産額 (円) 521,884.91 

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円) 
(円) 

― 
(―) 

１株当たり当期純利益 (円) 114,897.53 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) ― 

自己資本比率 (％) 74.9 

自己資本利益率 (％) 18.5 

株価収益率 (倍) ― 

配当性向 (％) ― 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 221,944 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △48,293 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 585,000 

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 758,651 

従業員数 (名) 38 

(注) 1. 売上高には消費税および地方消費税(以下「消費税等」)は含まれておりません。 
   2. 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 
   3. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づいて算出しております。 
   4. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債及び転換社債の発行がないので、

記載しておりません。 
   5. 株価収益率については、非上場・非登録であるので株価が把握できない為、記載しておりません。 
   6. 証券取引法第193条の２の規定に基づき、第１期の財務諸表については、監査法人太田昭和センチュリ

ーの監査を受けております。 
   7. 第１期(設立初年度)の決算期間は、平成12年１月14日から平成12年12月31日までであります。 
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2. 沿革 
 

年月 沿革 

平成12年１月 

 

東京都新宿区においてインターネットを利用した求人求職情報サイトの企画・開発・提供並びに

そのシステムの運営を目的としてエン・ジャパン株式会社を設立。 

平成12年１月 ライコスジャパン株式会社とビジネス提携を行い「Lycos Japan」へのコンテンツ提供を開始。 

平成12年２月 人材紹介会社をネットワークで結ぶ「［en］転職コンサルタント」をオープン。 

平成12年３月 ヤフー株式会社とビジネス提携を行い「Yahoo!転職情報」へのコンテンツ提供を開始。 

平成12年４月 「［en］社会人の就職情報」を全面リニューアル。 

平成12年５月 新宿アイランドタワーに本社移転。 

平成12年６月 名古屋支社を開設。 

平成12年７月 首都圏版！「［en］派遣のお仕事情報」をオープン。 

平成12年11月 プロジェクトエー株式会社とビジネス提携を行い、「MOUG」にコンテンツ提供を開始。 

平成12年12月 年収1000万円の転職情報「［en］キャリアエグゼクティブ」をオープン。 

平成12年12月 「［en］派遣のお仕事情報」を全国版に全面リニューアル。 

平成12年12月 

 

株式会社ウーマンジャパンドットコムが運営する「Women Japan.com」にコンテンツ提供を開

始。 

平成13年３月 「［en］社会人の就職情報」を全面リニューアル。 
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3. 事業の内容 

(1) 事業の概要 

終身雇用・年功序列慣行の崩壊により、人材の流動化が今後益々盛んとなる状況において、当社

はインターネットを利用した求人転職情報サービス事業を展開しております。現在、首都圏を中心

に求人企業(クライアント)と求職者(ユーザー)との最適なマッチングに努めております。 

事業の内訳としましては［en］社会人の就職情報、［en］転職コンサルタント、［en］派遣のお

仕事情報及び［en］キャリアエグゼクティブの４つの求人サイトを運営しております。収益源の大

半は求人企業からのインターネット広告掲載料であります。［en］キャリアエグゼクティブに関し

てのみ、広告掲載料に加え、求人企業に求職者をマッチングさせることにより発生する成功報酬で

あります。 

今後、各サイトの拡大には求人企業の増加が必要であり、そのためには広告効果を高め、より多

くの転職希望者を各サイトに集客することが必要となります。当社ではポータルサイト「Yahoo! 

Japan」、「Lycos」、技術系専門サイト「MOUG」、女性専門サイト「Women Japan.com」の各転職情

報コーナーに転職情報を提供しており、新規ユーザーの獲得に注力しております。また、約21万人

(平成13年３月31日現在)の転職に関心のある会員のデータベースを構築しており、求人情報やキャ

リアアップ情報の配信を通じてサイトへの集客力を高めております。 

 

① ［en］社会人の就職情報 

当サイトは、技術系から事務系、サービス関連職に至る様々な職種の採用を実現する総合転職

情報サイトであります。このサイトの特色は、掲載企業全社にわたって「詳細な求人情報」を発

信している点です。一社一社独自の取材・撮影を行い、企業の魅力や特長を的確にかつ正直に伝

える求人広告を作成。転職希望者は、企業の規模や知名度だけでなく、独自性や理念、社内風土

などから自分に適した企業を選ぶことができます。 

また、ユーザーのキャリアと、求人企業が求めるキャリアを自動的にマッチングさせる「キャ

リアマッチ検索」サービスがあります。(ビジネスモデル特許出願済)ユーザーは自分のキャリア

や現有スキルがどのような企業に求められているのかを知ることができ、「キャリアを活かした

仕事」や「職種転換が可能な仕事」を検索することができます。 

さらに、ユーザーのスキル・キャリアを匿名公開し、当サイトに参画している企業からのアプ

ローチを受けられる「スカウト機能」サービスがあります。ユーザーは匿名性が保たれるのでリ

スクを抑えた転職活動が可能です。同時に匿名登録しておいた自分のスキル・キャリアに対する

外部からの評価を知ることができます。 

この他にも、採用状況の一元管理が可能な「クライアント用管理ページ」を用意しております。

この管理ページでは自社への応募者数・応募者履歴の閲覧、選考の進捗状況の管理などが行えま

す。 

当サイトは上記の様々な機能によって、ユーザーと企業とのより適切なマッチング機会の創出

に努めております。掲載企業数は約350社、掲載職種件数は約1,600件に上ります。(平成13年３月

31日現在) 

 

② ［en］転職コンサルタント 

当サイトは、全国の人材紹介会社約60社と転職希望会員ユーザー約27,000人をデータベース化

した人材紹介会社集合サイトであります。ユーザーは各社の特徴と約6,000件の求人案件を横断的

に検索できます。また、自分のレジュメ(履歴書・職務経歴書)を匿名で公開し、コンサルタント
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からの打診を受けることが可能です。ユーザーは「匿名公開」を利用することにより、キャリア

を生かせる転職先企業の紹介を受けたり、外部から見た自分のコアコンピタンスや市場価値を知

ることができます。一方人材紹介会社は、匿名公開されたレジュメを検索し、ターゲット人材に

直接アプローチすることができます。 

また、「ユーザーからの人材紹介会社評価」を導入。ユーザーは自分と同じ立場にある転職者

の、各人材紹介会社に対する「評価」を知ることができます。人材紹介会社にとっては、自社の

サービスに対する評価を得られることで、サービスの改善を図ることが可能となりました。 

 

③ ［en］派遣のお仕事情報 

当サイトは、仕事選びの利便性を実現するカスタマイズ機能を備えた派遣会社集合サイトであ

ります。勤務地、仕事内容、時給、勤務時間・期間など、ユーザーの希望就業条件に合致した求

人情報のみが表示される「MYページ」や「仕事情報配信メール」などによるマッチングを図って

おります。このサイトの特長は、「掲載情報の即時更新」、「仕事情報が毎日配信」されるとい

う点にあります。急なオーダーに対応したい派遣会社と短期間のうちに仕事を発見したいユーザ

ー、双方にとって利便性が高いサイトであります。ユーザーは、複数の派遣会社から自分の希望

条件に合った仕事情報だけがメールで配信されるので、比較検討しながら効率的に仕事選びを行

うことができます。 

派遣会社は、専用管理画面から仕事情報の入力・更新を24時間行うことができます。ここから

入力された仕事情報はWEBサイトに掲載されるとともに、希望条件に合致したユーザーに直接メー

ル配信されます。 

 

④ ［en］キャリアエグゼクティブ 

当サイトは、年収1,000万円以上の転職情報のみを掲載する「マネージャー」、「スペシャリス

ト」向けの会員制求人・転職情報サイトであります。従来このクラスの人材採用は、ヘッドハン

ティングなどを介して行われてきたため、クライアント側もユーザー側も、ごく限られた範囲の

情報から取捨選択するしかありませんでした。 

当サイトは会員制をとり、求人求職情報をオープンすることで、クライアント・ユーザー双方

がより広い範囲の情報の中から、より良い選択を可能にしました。また、このサイトでは専門ス

タッフによる事務局が会員クライアント・ユーザー双方をサポートし、求人・求職にかかる労力

やリスクの軽減を実現しております。 

 

第１期(自 平成12年１月14日 至 平成12年12月31日)売上高の内訳は次のとおりであります。 
 

サービス内容 売上高(千円) 比率(％) 

［en］社会人の就職情報 488,479 78.70 

［en］転職コンサルタント 102,435 16.51 

［en］派遣のお仕事情報 29,737 4.79 

［en］キャリアエグゼクティブ ― ― 

合計 620,652 100.00 

(注) 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。 
   2. ［en］キャリアエグゼクティブは、平成12年12月にオープンしたサイトであります。 
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(2) 経営組織図 

当社の組織体は次の通りであります。(平成13年３月31日現在) 
 
 

 
(注) 1. 営業部は、当社商品の販売、コンサルティングに関する業務を行っております。 
   2. メディア開発部は、商品の企画開発、制作、運営、管理およびユーザー対応並びに販売促進、広報活動

に関する業務を行っております。 
   3. 管理部は、経理・財務、人事・総務、システムに関する業務を行っております。 

 

4. 関係会社の状況 

該当事項はありません。 

 

5. 従業員の状況 

(1) 提出会社の状況 
   (平成13年３月31日現在) 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

43名 27歳５ヶ月 ８ヶ月 2,765,561円 

(注) 1. 従業員は就業人員であります。 
   2. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 
   3. 従業員数には、使用人兼務役員３名を含んでおります。 
   4. 最近１年間で、業容の拡大により従業員が29名増加いたしました。 

 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

株主総会

取締役会

代表取締役社長

メディア開発部営業部 管理部

監査役
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第２ 事業の状況 

1. 業績等の概要 

(1) 業績 

第１期(自 平成12年１月14日 至 平成12年12月31日) 

 

当期におけるわが国の経済は、企業収益に改善の兆しが見られるものの、依然として個人消費や

株価の低迷など、景気回復までには至らない状況で推移いたしました。 

一方、平成12年版通信白書(郵政省編)によると、平成11年末における日本のインターネット利用

者数は2,706万人(前年比59.7％増)に達し、インターネットの人口普及率は21.4％に拡大したものと

推計されております。この数字はパソコン、携帯電話などから電子メールの送受信、又はウェブコ

ンテンツにアクセスした人が含まれております。同白書によれば、平成17年にはインターネット利

用者数は、7,670万人に達するものと推計されております。このようにインターネットの利用人口数

は拡大を続けており、今後もさらに拡大するものと見込まれております。 

また、当社の事業ドメインである求人広告市場も堅調な伸びを示しております。(社)全国求人情

報誌協会が発表する紙媒体での求人広告件数の集計結果によると、平成12年の転職市場における正

社員の求人件数は143万件、前年比37.3％増となっております。とくにインターネットを用いた求人

広告市場は、前述したインターネット利用者数の増加に伴い、急速な伸びを示しており、前年比約

２～３倍に拡大したと推測されます。 

このような環境の中で、当社は「商品ラインナップの拡充」「提携戦略によるブランドイメージ

の向上」「販売体制の強化」に努めてまいりました。 

総合転職情報サイト［en］社会人の就職情報に加え、２月には人材紹介会社集合サイト［en］転

職コンサルタントの運営を開始しました。その後も、７月には派遣会社集合サイト［en］派遣のお

仕事情報、12月には年収1,000万円の仕事情報のみを掲載する［en］キャリアエグゼクティブを立ち

上げ、４サイトの会員数(転職希望者)合計は21万人に達し、求人分野ではトップクラスのデータベ

ースを有しております。 

提携戦略においては、ヤフー株式会社、ライコスジャパン株式会社などの有力ポータルサイトを

はじめ技術系・女性向け専門サイトとの業務提携を行ってまいりました。 

また、販売体制の強化に向けて営業人員を増員するとともに、販売エリアの拡大を目的に名古屋

支社を開設致しました。 

これらの結果、当期の業績は設立第１期ながら順調に推移し、売上高が620,652千円、経常利益が

249,271千円、当期純利益が132,591千円となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当社は、第１期が設立初年度であります。このため、当期のキャッシュ・フローの状況につきま

しては、前年同期との増減比較をいたしておりません。 

 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、221,944千円であります。 

キャッシュ・フローの増加の要因は、主に業績伸張により、税引前当期純利益249,271千円を得

たことによります。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、48,293千円のマイナスであります。 

キャッシュ・フローの減少要因は、固定資産の取得による支出26,850千円、および敷金保証金

の差入による支出21,443千円によります。 

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、585,000千円であります。 

キャッシュ・フローの増加要因は、設立による払込25,000千円、第三者割当増資による収入

560,000千円によります。 
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2. 生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

当社の主たる業務は、ネット求人広告掲載料の売上であるため、生産に該当する事項がありませ

ん。したがいまして、生産実績に関する記載はしておりません。 

 

(2) 受注実績 
  (単位：千円) 

区分 受注高 受注残高 

［en］社会人の就職情報 552,269 63,790 

［en］転職コンサルタント 146,685 44,250 

［en］派遣のお仕事情報 38,347 8,610 

［en］キャリアエグゼクティブ ― ― 

合計 737,302 116,650 

(注) 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。 
   2. 設立初年度であるため、前年同期比を記載しておりません。 
   3. ［en］キャリアエグゼクティブは、平成12年12月にオープンしたサイトであります。 

 

(3) 販売実績 
 (単位：千円) 

区分 金額 

［en］社会人の就職情報 488,479 

［en］転職コンサルタント 102,435 

［en］派遣のお仕事情報 29,737 

［en］キャリアエグゼクティブ ― 

合計 620,652 

(注) 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。 
   2. 設立初年度であるため、前年同期比を記載しておりません。 
   3. ［en］キャリアエグゼクティブは、平成12年12月にオープンしたサイトであります。 
   4. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  (単位：千円) 

相手先 金額 割合(％) 

(株)日本ブレーンセンター 93,506 15.1 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 
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3. 対処すべき課題 

(1) 社内管理体制の強化 

当社は、平成12年１月に設立されたばかりの社歴の浅い会社であります。現状、社内管理体制が

十分に確立されているとは言えません。今後、取締役会の機能を強化すると共に、内部管理体制を

構築することで、内部牽制機能及びコンプライアンス体制の強化を図っていく方針です。 

 

(2) 新規商品開発 

インターネット業界で生き残る為には、事業の迅速性が要求されます。同業他社との商品の差別

化を図ると同時に、ユーザーの満足度や利便性を高める意味においても、常に既存商品のリニュー

アルや新規商品の開発が不可欠であります。今後、開発体制を強化し、サービスやコンテンツの充

実を図っていく方針です。 

 

(3) 販売体制の強化 

未だ企業として小体である為、営業体制が十分とは言えません。今後、新規顧客開拓、業界別顧

客フォロー体制の充実、営業エリアの拡大・拠点展開を通して、販売力の強化を図る予定です。ま

た、当初の利益計画を達成する為には、採用計画に基づいた営業人員の増員確保が必要でありま

す。インターネット求人市場も、その規模が拡大している中で、当社としても積極的な営業活動を

展開していく方針です。 

 

4. 経営上の重要な契約等 

(1) 営業譲受 

当社は、設立に際し株式会社日本ブレーンセンターより、同社が行っていた求人求職サイトの企

画・開発・提供並びにそのシステムの運営に関する営業を平成12年１月31日をもって譲り受けるこ

ととし、平成12年１月10日開催の株式会社日本ブレーンセンターの臨時株主総会において承認され

ました。なお、譲り受ける資産の内容は求人求職サイトにかかるソフトウェア(コンテンツの構築費

用)であり金額は360万円であります。 

 

(2) 代理店契約 
 

相手先 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社日本ブレーン
センター 代理店契約 

「［en］社会人の就職情報」
に掲載する求人広告の代理販
売 
 

平成12年１月16日より平成13年１月15
日までの１年間とする。契約期間終了
の１ヶ月前までに、延長しないとする
申込が当事者のいずれからもない場合
は自動的に１年間延長される。 

株式会社アイアンド 
ディハヤト 代理店契約 

「［en］社会人の就職情報」
に掲載する求人広告の代理販
売 

平成12年１月16日より平成13年１月15
日までの１年間とする。契約期間終了
の１ヶ月前までに、延長しないとする
申込が当事者のいずれからもない場合
は自動的に１年間延長される。 

有限会社エムシード 代理店契約 
「［en］社会人の就職情報」
に掲載する求人広告の代理販
売 

平成12年６月１日より平成13年５月31
日までの１年間とする。契約期間終了
の１ヶ月前までに、延長しないとする
申込が当事者のいずれからもない場合
は自動的に１年間延長される。 

日本トータルメディア
株式会社 代理店契約 

「［en］社会人の就職情報」
に掲載する求人広告の代理販
売 

平成12年６月１日より平成13年５月31
日までの１年間とする。契約期間終了
の１ヶ月前までに、延長しないとする
申込が当事者のいずれからもない場合
は自動的に１年間延長される。 
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(3) 業務提携 
 

相手先 契約の名称 契約内容 契約期間 

ライコスジャパン株式
会社 業務提携契約 インターネットによる転職関

連情報の掲載 

平成12年２月１日より１年間。契約終
了日の１ヶ月前までに相手方に対して
書面による通知がなければ、自動更新
される。 

ヤフー株式会社 業務提携契約 インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成12年２月25日より平成14年３月31
日まで。期間満了３ヶ月前までに、お
互いに合意に達することを条件に１年
間更新される。 

 

5. 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 設備の状況 

1. 設備投資等の概要 

設備投資について特に記載すべき事項はありません。 

 

2. 主要な設備の状況 

平成12年12月31日現在における設備及び従業員の配置は次の通りであります。 
 

事務所名 
(所在地) 事業部門の名称 設備の内容 建物及び構築物 従業員数 

(名) 摘要 

本社 
(東京都新宿区) ― 本社事務所 ― 

(213.07㎡) 40  

名古屋支社 
(愛知県名古屋市) ― 支社事務所 ― 

(41.59㎡) 3  

(注) 1. 本社及び名古屋の事務所につきましては、賃借中のものであります。 
   2. リース契約による主な賃借設備はありません。 

 

3. 設備の新設、除却等の計画(平成13年３月31日現在) 

(1) 重要な設備の新設等 

平成13年４月14日に、大阪支社を開設する予定であります。 
    (単位：千円) 

投資予定額 
事業所名 
(所在地) 設備の内容 

総額 既支払額 
資金調達方法 着手年月 完了予定年月 

大阪支社 
(大阪府大阪市) 

支社開設 
(敷金) 2,650 ― 自己資金 平成13年４月 平成13年４月 

(注) 支社の事務所につきましては、賃借する予定であります。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第４ 提出会社の状況 

1. 株式等の状況 

(1) 株式の総数等 
 

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 22,000株 

計 22,000 

 
記名・無記名の別及び 
額面・無額面の別 種類 発行数 上場証券取引所名又は 

登録証券業協会名 摘要 

記名式額面株式 
(券面額 50,000円) 普通株式 

株 
5,500 非上場・非登録 議決権を有しております。 

発
行
済
株
式 

計 ― 5,500 ― ― 

 

(2) 発行済株式総数、資本金等の推移 
 

発行済株式総数 資本金 資本準備金 
年月日 

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高 
摘要 

平成12年１月14日 
株 

500 
株 

500 
千円 

25,000 
千円 

25,000 
千円 
― 

千円 
― 
会社設立 
発行価格 １株５万円 
資本組入額１株５万円 

平成12年２月８日 500 1,000 25,000 50,000 ― ― 
有償第三者割当(注１) 
発行価格 １株５万円 
資本組入額１株５万円 

平成12年５月30日 200 1,200 10,000 60,000 ― ― 
有償第三者割当(注２) 
発行価格 １株５万円 
資本組入額１株５万円 

平成12年７月29日 75 1,275 112,500 172,500 112,500 112,500 

有償第三者割当(注３) 
発行価格 １株300万円 
資本組入額 

１株150万円 

平成12年10月31日 100 1,375 150,000 322,500 150,000 262,500 

有償第三者割当(注４) 
発行価格 １株300万円 
資本組入額 

１株150万円 

平成13年３月30日 4,125 5,500 ― 322,500 ― 262,500 

株式分割 
１株を４株に分割 

平成13年２月26日開催
の当社取締役会決議に
よる 

(注) 1. 割当先  (有)エムオー総研、(有)えん企画、越智幸三他11名 
   2. 割当先  越智通勝 
   3. 割当先  キャピタリスタ１号投資事業有限責任組合 
   4. 割当先  (株)日本ブレーンセンター、日本生命保険(相)、第一生命保険(相)他６名 
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(3) 所有者別状況 
 平成13年３月31日現在 

株式の状況 
区分 

政府及び地
方公共団体 金融機関 証券会社 その他の 

法人 
外国法人等 
(うち個人) 個人その他 計 

端株の状況 

株主数 
人 
― 2 ― 10 ― 

( ―) 12 24 ― 

所有株式数 
株 
― 80 ― 1,820 ― 

( ―) 3,600 5,500 ― 

 割合 
％ 
― 1.45 ― 33.09 ― 

( ―) 65.45 100.00 ― 

 

(4) 議決権の状況 
     平成13年３月31日現在 

議決権のある株式数 
議決権のない 
株式数 

自己株式等 その他 
端株数 摘要 

発
行
済
株
式 株 

― 
株 
― 

株 
5,500 

株 
―   

 

所有者の氏名又は名称等 所有株式数 

氏名又は名称 住所 自己名義 他人名義 計 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 

摘要 

― ― 
株 
― 

株 
― 

株 
― 

％ 
―  

自
己
株
式
等 

計 ― ― ― ― ― ― 

 

(5) ストックオプション制度の内容 
 

付与対象者 株式の種類 株式数 発行価額 権利行使期間 権利行使に 
ついての条件 

取締役     4名 普通株式 
１人16株から50株 
の範囲 

合計  106株 

従業員    29名 普通株式 
１人１株から19株
の範囲 

合計  144株 

１株当たり 
750,000円 

平成15年４月１日から 
平成23年３月29日まで 

平成13年３月15日
開催の取締役会決
議及び平成13年３
月30日開催の定時
株主総会決議に基
づき、当社と対象
取締役及び従業員
との間で締結する
「新株引受権付与
契約」に定められ
ている。 

(注) 1. 新株引受権行使の条件 
① 新株引受権行使時においても当社の取締役又は従業員であること。ただし、当社の都合により他社の
役員又は従業員となった場合には権利行使を認める。 

② 新株引受権対象株式数の一部につき権利行使することができる。 
③ 新株引受権の譲渡、質入れ及び相続は認めない。 

   2. 発行価額の調整 
株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及び
商法280条ノ19に基く新株引受権行使の場合を含まない)するときは、次の算式により発行価額を調整し、
調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

    新規発行株式数×１株当り払込金  既発行株式数 ＋ 
１株当りの時価 調整後 

発行価額 
＝ 調整前 
発行価額 

× 
既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

 
ただし、行使価格調整式により算出された権利行使価格が、当社の普通株式の額面金額を下回るときは、
その額面金額をもって調整後の行使価格とする。 
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2. 自己株式の取得等の状況 

［取締役又は使用人への譲渡及び利益、資本準備金又は再評価差額金による消却に係る自己株

式の取得等の状況］ 

(1) 前決議期間における自己株式の取得等の状況 

該当する事項はありません。 

 

(2) 当決議期間における自己株式の取得等の状況 

該当する事項はありません。 

 

［資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等

の状況］ 

(1) 前決議期間における自己株式の買受け等の状況 

該当する事項はありません。 

 

(2) 当決議期間における自己株式の買受け等の状況 

該当する事項はありません。 

 

3. 配当政策 

当社は創業して間もないこともあり、事業資金の流失を避け且つ内部留保の充実を図るため、設立

以降現在に至るまで金銭による配当は実施しておりません。しかしながら、株主への利益還元につい

ては重要な経営課題として認識しているため、平成13年３月30日付で１株を４株に株式分割を実施し

ております。 

今後も経営基盤の強化及び積極的な事業展開に備えた資金の確保を優先する方針ですが、経営成績

及び財政状態を勘案しつつ金銭による配当も検討する所存であります。 

 

4. 株価の推移 

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、該当事項はありません。 
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5. 役員の状況 
 

役名及び職名 氏名 
(生年月日) 略歴 所有株式数 

   株 

取締役社長 

代表取締役 

越 智 通 勝 

(昭和26年１月18日) 

昭和49年４月 ミカレディ株式会社入社 

昭和52年４月 日研フード株式会社入社 

昭和55年11月 株式会社ビジネスコンサルタント入社 

昭和58年８月 株式会社日本ブレーンセンター設立、

代表取締役社長就任 

平成12年１月 当社設立 

平成12年７月 当社代表取締役会長就任 

平成12年12月 株式会社日本ブレーンセンター取締役

会長就任(現任) 

平成12年12月 当社代表取締役社長就任(現任) 

2,868 

取締役 

メディア開発部長 

川 本   剛 

(昭和43年３月19日) 

昭和63年２月 株式会社日本ブレーンセンター入社 

昭和63年８月 株式会社創房入社 

平成12年１月 当社代表取締役社長就任 

平成12年12月 当社取締役メディア開発部長就任(現

任) 

― 

取締役 

営業部長 

鈴 木 孝 二 

(昭和46年１月３日) 

平成６年４月 株式会社日本ブレーンセンター入社 

平成12年１月 当社取締役営業部長就任(現任) 
― 

取締役 

管理部長 

宇 野 敏 弘 

(昭和34年９月14日) 

昭和58年４月 共栄火災海上保険相互会社入社 

昭和59年３月 株式会社理経入社 

平成12年７月 当社入社 

平成12年12月 当社取締役管理部長就任(現任)    

― 

常勤監査役 

 

柬 理 正 道 

(昭和31年５月26日) 

昭和54年４月 有限会社森下製版入社 

昭和56年４月 内山会計事務所入所 

昭和58年７月 宏陽実業株式会社入社 

昭和59年２月 理経コンピューター株式会社(現 株

式会社理経)入社 

平成12年10月 当社入社 

平成12年12月 当社常勤監査役就任(現任) 

― 

監査役 

 

小 川 秀 俊 

(昭和25年２月５日) 

昭和49年４月 三幸株式会社入社 

昭和55年１月 長坂公認会計士事務所入所 

昭和59年９月 小川会計事務所開設 

平成12年１月 当社監査役就任(現任) 

― 

計 ６名 ― 2,868 
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第５ 経理の状況 

1. 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号 以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

2. 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第１期事業年度(平成12年１月14日から平成12年

12月31日まで)の財務諸表について、監査法人太田昭和センチュリーの監査を受けております。 

その監査報告書は、財務諸表の直前に掲げてあります。 

 

3. 連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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1. 財務諸表等 

(1) 財務諸表 

① 貸借対照表 
  (単位：千円) 

第１期 
平成12年12月31日現在 

科目 
金額 構成比 

   ％ 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産     

 1. 現金及び預金   758,651  

 2. 受取手形   3,843  

 3. 売掛金   137,798  

 4. 前払費用   3,089  

 5. 繰延税金資産   10,991  

 6. その他   695  

   貸倒引当金   △1,086  

   流動資産合計   913,983 95.4 

Ⅱ 固定資産     

 1. 有形固定資産     

  (1) 建物付属設備  6,922   

    減価償却累計額  521 6,401  

  (2) 器具及び備品  7,924   

    減価償却累計額  2,563 5,360  

   有形固定資産合計   11,761 1.2 

 2. 無形固定資産     

  (1) ソフトウェア   7,235  

  (2) 電話加入権   92  

   無形固定資産合計   7,327 0.8 

 3. 投資その他の資産     

  (1) 繰延税金資産   3,317  

  (2) 敷金保証金   21,443  

   投資その他の資産合計   24,760 2.6 

   固定資産合計   43,850 4.6 

   資産合計   957,833 100.0 
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   (単位：千円) 
第１期 

平成12年12月31日現在 
科目 

金額 構成比 

   ％ 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債     

 1. 買掛金   761  

 2. 未払金   68,562  

 3. 未払費用    
11,485  

 4. 未払法人税等   130,988  

 5. 未払消費税等   17,619  

 6. 前受金   8,232  

 7. 預り金   2,594  

   流動負債合計   240,242 25.1 

   負債合計   240,242 25.1 

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  322,500 33.7 

Ⅱ 資本準備金   262,500 27.4 

Ⅲ その他の剰余金     

 1. 当期未処分利益   132,591  

   その他の剰余金合計   132,591 13.8 

   資本合計   717,591 74.9 

   負債資本合計   957,833 100.0 
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② 損益計算書 
  (単位：千円) 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 科目 

金額 百分比 

   ％ 

Ⅰ 売上高   620,652 100.0 

Ⅱ 売上原価   10,274 1.7 

   売上総利益   610,377 98.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 1. 広告宣伝費  137,048   

 2. 役員報酬  10,200   

 3. 給料手当  64,849   

 4. 賞与  28,026   

 5. 法定福利費  7,796   

 6. 業務委託費  26,235   

 7. 地代家賃  12,271   

 8. 減価償却費  11,523   

 9. 貸倒引当金繰入額  3,028   

 10. その他  54,930 355,909 57.3 

   営業利益   254,467 41.0 

Ⅳ 営業外収益     

 1. 受取利息  20   

 2. 雑収入  27 47 0.0 

Ⅴ 営業外費用     

 1. 新株発行費  2,544   

 2. 固定資産除却損 ※１ 2,700 5,244 0.8 

   経常利益   249,271 40.2 

   税引前当期純利益   249,271 40.2 

   法人税、住民税及び事業税  130,988   

   法人税等調整額  △14,308 116,679 18.8 

   当期純利益   132,591 21.4 

   当期未処分利益   132,591  
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売上原価明細書 
  (単位：千円) 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 科目 

金額 構成比 

  ％ 

Ⅰ 原稿制作費  10,274 100.0 

  売上原価  10,274 100.0 

    
(注) 原稿制作費とは外注制作費及び社内制作にかかる経費であります。 
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③ キャッシュ・フロー計算書 
 (単位：千円) 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 科目 

金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

   税引前当期純利益 249,271 

   減価償却費 11,523 

   貸倒引当金の増加額 1,086 

   受取利息 △20 

   固定資産除却損 2,700 

   売上債権の増加額 △141,641 

   仕入債務の増加額 761 

   未払金の増加額 62,099 

   その他の流動資産の増加額 △3,785 

   その他の流動負債の増加額 39,930 

    小計 221,924 

   利息の受取額 20 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 221,944 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

   有形固定資産の取得による支出 △9,673 

   無形固定資産の取得による支出 △17,176 

   敷金保証金の差入による支出 △21,443 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △48,293 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   株式の発行による収入 585,000 

   財務活動によるキャッシュ・フロー 585,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 758,651 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ― 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 758,651 

  
 



ファイル名:13-9261405501306.doc 更新日時:01/05/12 1:00 印刷日時:01/05/16 11:27 

― 36 ― 

④ 利益処分計算書 
 (単位：千円) 

株主総会承認年月日 
第１期 

平成13年３月30日 

科目 金額 

Ⅰ 当期未処分利益  132,591 

Ⅱ 利益処分額 ― ― 

Ⅲ 次期繰越利益  132,591 
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重要な会計方針 
 

項目 
第１期 

自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

1. 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 
  法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法を

採用しております。 
(2) 無形固定資産 
  ソフトウェア(自社利用)は、性質に応じて利用可能期

間を１年及び５年と見込み、それぞれ定額法を採用し
ております。 

2. 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 
  支出時に全額費用として処理しております。 

3. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。 

4. キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同
等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に
換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資であります。 

5. その他財務諸表作成のため
の重要な事項 

(1) 消費税等の処理方法 
  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

第１期 
平成12年12月31日現在 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 
授権株式数 5,500株 
発行済株式数 1,375株 

 
※  期末日満期手形 
   期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含
まれております。 

受取手形 766千円 
  

 

(損益計算書関係) 
 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

※１ 固定資産除却損 
    ソフトウェアの見込利用可能期間内における除却損であります。 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係(平成12年
12月31日現在) 

現金及び預金勘定 758,651千円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―千円 
現金及び現金同等物 758,651千円 

  
 

(リース取引関係) 
 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超えるものがないため、記載を省略してお
ります。 

 

(有価証券の時価等関係) 
 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

当社は、有価証券を全く保有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 
 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
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(税効果会計関係) 
 

第１期 
平成12年12月31日現在 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
(単位：千円) 

(繰延税金資産)  

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,030 

 未払事業税否認 10,773 

 減価償却費損金算入限度超過額 2,504 

 繰延税金資産計 14,308 

(繰延税金負債)  

 繰延税金負債計 ― 

 繰延税金資産の純額 14,308 
  
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳 

法定実効税率 42.1％ 

 (調整)  

 留保金に課税される税額 3.8％ 

 住民税均等割等 1.1％ 

 その他 △0.2％ 

 税効果適用後の法人税等の負担率 46.8％ 
  

 

(持分法損益等) 
 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

当社は、関連会社がないため該当事項はありません。 
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(関連当事者との取引) 

第１期(自 平成12年１月14日 至 平成12年12月31日) 

1. 役員及び個人主要株主等 
          (単位：千円) 

関係内容 
属性 会社等 

の名称 住所 資本金又 は出資金 
事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員 越智通勝 ― ― 当社代表 
取締役 

(被所有) 
直接52.1％ ― ― 被債務保証 3,123 ― ― 

代理店売上 93,506 売掛金 14,831 

ソフトウェ
ア購入 4,498 未払金 943 

従業員の採
用及び研修
費用 

17,685 ― ― 

広告宣伝 16,330 未払金 2,988 

業務委託 4,600 ― ― 

回線使用料 3,403 ― ― 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

(株)日本 
ブレーン 
センター 

大阪市 
淀川区 28,000 

人事コンサ
ルティング
業 

(被所有) 
直接3.5％ 兼任１名 

当社広告
媒体の販
売 

被債務保証 2,185 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 被債務保証は、当社のリース取引及びレンタル取引に対する債務保証を受けているものでありま

す。なお、保証料の支払いは行っておりません。 

(2) 代理店売上については、他の代理店と同じ条件の下で取引しております。 

(3) ソフトウェアの購入、従業員の採用及び研修費用、広告宣伝については、(株)日本ブレーンセン

ターが一般取引先へ販売する条件と同一であります。 

(4) 業務委託については、一般取引先と同様に委託内容ごとに協議の上、契約書に基づいて決定して

おります。 

(5) 回線使用料については、実費相当額金額の取引です。 

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。 
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(１株当たり情報) 
 

項目 第１期 

１株当たり純資産額 521,884円91銭 

１株当たり当期純利益 114,897円53銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ―円―銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債及び転換社債の発行がないため記載
しておりません｡ 

 

(重要な後発事象) 
 

第１期 
自 平成12年１月14日 
至 平成12年12月31日 

平成13年２月26日開催の取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行
しております。 
1. 平成13年３月30日付をもって額面普通株式１株を４株に分割する。 
 (1) 分割により増加する株式数 
   額面普通株式        4,125株 
 (2) 分割方法 
   平成13年３月14日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を

１株につき、４株の割合をもって分割する。 
2. 配当起算日 
  平成13年１月１日 
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⑤ 附属明細表(平成12年12月31日現在) 

ａ．有価証券明細表 

該当事項はありません。 

 

ｂ．有形固定資産等明細表 
        (単位：千円) 

減価償却累計額又は 
償却累計額 

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
 当期償却額 

差引 
当期末残高 摘要 

建物付属設備 ― 6,922 ― 6,922 521 521 6,401  

器具及び備品 ― 7,924 ― 7,924 2,563 2,563 5,360  

有
形
固
定
資
産 計 ― 14,847 ― 14,847 3,085 3,085 11,761 ― 

ソフトウェア ― 18,374 3,600 14,774 7,538 7,538 7,235  

電話加入権 ― 92 ― 92 ― ― 92  

無
形
固
定
資
産 計 ― 18,466 3,600 14,866 7,538 7,538 7,327 ― 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―  

― ― ― ― ― ― ― ―  繰
延
資
産 計 ― ― ― ― ― ― ― ― 

(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 
  ソフトウェア ソフトウェアの購入 18,374千円 

 

ｃ．社債明細表 

該当事項はありません。 

 

ｄ．借入金等明細表 

該当事項はありません。 
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ｅ．資本金等明細表 
       (単位：千円) 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘要 

資本金 ― 322,500 ― 322,500 ― 

 額面普通株式 (―株) 
 

(1,375株) 
322,500 

(―株) 
 

(1,375株) 
322,500 (注) 

 
うち既発行株式 

計 (―株) 
 

(1,375株) 
322,500 

(―株) 
 

(1,375株) 
322,500 ― 

(資本準備金) 
 株式払込剰余金 ― 262,500 ― 262,500 (注) 

資本準備金及び 
その他の資本剰余金 

計 ― 262,500 ― 262,500 ― 

― ― ― ― ― ― 
利益準備金及び 
任意積立金 

計 ― ― ― ― ― 

(注) 資本金及び資本準備金の増加は、設立による払込金の資本金組入額25,000千円及び有償第三者割当増資
560,000千円を実施し、297,500千円を資本金へ、262,500千円を資本準備金に組み入れたことによるもので
す。 

 

ｆ．引当金明細表 
     (単位：千円) 

当期減少額 
区分 前期末残高 当期増加額 

目的使用 その他 
当期末残高 摘要 

貸倒引当金 ― 3,028 1,942 ― 1,086  
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(2) 主な資産及び負債の内容(平成12年12月31日現在) 

ａ．資産の部 

イ．現金及び預金 
  (単位：千円) 

区分 金額 摘要 

現金 268  

普通預金 758,383  

合計 758,651 ― 

 

ロ．受取手形 

(イ)相手先別内訳 
  (単位：千円) 

相手先 金額 摘要 

リコーエレメックス(株) 2,016  

ジョンソンエンドジョンソン(株) 1,060  

(株)アドテックエンジニアリング 766  

合計 3,843 ― 

 

(ロ)期日別内訳 
  (単位：千円) 

期日別 金額 摘要 

平成12年12月満期 766  

平成13年２月満期 2,016  

平成13年３月満期 1,060  

合計 3,843 ― 
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ハ．売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  (単位：千円) 

相手先 金額 摘要 

(株)日本ブレーンセンター 14,831  

(株)ベンチャーリンク 2,320  

(有)エムシード 2,310  

エイボンプロダクツ(株) 2,268  

佐川急便(株) 2,026  

その他 114,042  

合計 137,798 ― 

 

(ロ)売掛金滞留状況 
     (単位：千円) 

期首残高 
 
(Ａ) 

当期発生高 
 
(Ｂ) 

当期回収高 
 
(Ｃ) 

当期末残高 
 
(Ｄ) 

 
回収率 
 

(Ｃ) 
(Ａ)＋(Ｂ) ×100  

滞留期間 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
353  

― 649,737 511,938 137,798 78.8％ 37.4日 

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

 



ファイル名:17-9261405501306.doc 更新日時:01/05/12 1:04 印刷日時:01/05/16 11:29 

― 46 ― 

ｂ．負債の部 

イ．買掛金 
  (単位：千円) 

相手先 金額 摘要 

(株)ワイズハート 298  

河田さおり 95  

月岡大輔 81  

永田美紀子 34  

三浦正也 16  

その他 237  

合計 761 ― 

 

ロ．未払金 
  (単位：千円) 

区分 金額 摘要 

(株)サムスル 19,821  

イー・グループ(株) 2,753  

(株)大塚商会 2,677  

ライコスジャパン(株) 2,467  

三井デザインテック(株) 2,097  

その他 38,744  

合計 68,562 ― 

 

ハ．未払法人税等 
  (単位：千円) 

区分 金額 摘要 

法人税 86,942  

住民税 18,393  

事業税 25,652  

合計 130,988 ― 
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第６ 提出会社の株式事務の概要 

決算期 12月31日 定時株主総会 ３月中 

株主名簿閉鎖の期間 ― 基準日 12月31日 

中間配当基準日 ６月30日 
株券の種類 １株券 

10株券 
１単位の株式数 ― 

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 東洋信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 東洋信託銀行株式会社 

取次所 東洋信託銀行株式会社 全国各支店 
株式の名義書換え 

名義書換手数料 ― 新券交付手数料 ― 

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 東洋信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 東洋信託銀行株式会社 

取次所 東洋信託銀行株式会社 全国各支店 
端株の買取り 

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

(注) 当社は、商法230条ノ２第１項の規定する端株原簿を作成しております。 
   なお、当社定款の定めにより、当社は、端株を発行いたしません。 
   また、当社定款の定めにより、端株主は、利益配当金及び商法293条ノ５の規定による金銭の分配(以下

「中間配当」という)を受ける権利を有しております。また、取締役会の決議により、株主に新株引受権、
転換社債の引受権及び新株引受権付社債の引受権を付与した場合は、その権利を付与いたします。 

   なお、端株主の利益配当金及び中間配当金の基準日は上記のとおりであります。 
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第７ 提出会社の参考情報 

該当事項はありません。 
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第四部 株式公開情報 

第１ 特別利害関係者等の株式等の移動状況 

該当事項はありません。 
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第２ 第三者割当等の概況 

1. 第三者割当等による株式等の発行の内容 

 

項目 株式(１) 株式(２) 株式(３) 株式(４) 

発行年月日 平成12年２月８日 平成12年５月30日 平成12年７月29日 平成12年10月31日 

種類 額面普通株式 額面普通株式 額面普通株式 額面普通株式 

発行数 500株 200株 75株 100株 

発行価格 
１株につき 

50,000円 
１株につき 

50,000円 
１株につき 

3,000,000円 
１株につき 

3,000,000円 

資本組入額 
１株につき 

50,000円 
１株につき 

50,000円 
１株につき 

1,500,000円 
１株につき 

1,500,000円 

発行価額の総額 25,000,000円 10,000,000円 225,000,000円 300,000,000円 

資本組入額の総額 25,000,000円 10,000,000円 112,500,000円 150,000,000円 

発行方法 第三者割当 第三者割当 第三者割当 第三者割当 

保有期間等に 
関する確約 

(注)２ (注)２ (注)２ (注)２ 

摘要 (注)３ (注)３ (注)４ (注)５ 

 

商法280条ノ19の規定に基づく特別決議を実施し、以下の新株の発行を請求する権利(ストックオプシ

ョン)を付与しております。 

 

項目 新株引受権の付与(ストックオプション) 

特別決議 平成13年３月30日 

株式の種類 額面普通株式 

新株発行の予定株数 250株 

発行価格 １株につき 750,000円 (注)６ 

資本組入額 １株につき 375,000円 

発行価額の総額 187,500,000円 

資本組入額総額 93,750,000円 

発行予定期間 
平成15年４月１日から 

平成23年３月29日まで 

摘要 
平成13年３月30日開催の定時株主総会において商法280条ノ19の規定に基づき、

新株引受権の付与(ストックオプション)に関する決議を行っております。 
 

(注) 1. 当社は株式会社大阪証券取引所の定める上場前公募等規則第17条及び上場前公募等規則の取扱い第15条

の規定に基づき、当社が上場申請日に属する事業年度の初日(平成13年１月１日)から上場日の前日まで

の期間において、第三者割当等による新株発行を行っている場合には、株式会社大阪証券取引所は上場

申請の不受理又は受理の取消しの措置をとることとしております。また、同規定に基づき、当社が上場

申請日の直前事業年度の末日の１年前の日(平成12年１月１日)から当該末日(平成12年12月31日)までの

期間において第三者割当等による新株発行を行っている場合において、当社、当社の幹事証券会社及び

割当を受けた者の三者が、書面による新株の継続所有及び継続預託、譲渡並びに返還及び再預託時の株

式会社大阪証券取引所への報告並びに当該書面及び報告内容の公衆縦覧その他の株式会社大阪証券取引

所が必要と認める事項の確約を行っていないときは、株式会社大阪証券取引所は上場申請の不受理の措

置をとることとしております。 
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   2. 当社と幹事証券会社である国際証券株式会社及び取得者との間で、取得者は割当株式をその効力の発生

日である発行年月日から上場日後６ケ月間を経過する日(当該日において新株発行の効力発生日以後１

年間を経過していない場合には、新株発行の効力発生日以後１年間を経過する日)まで所有し、かつ、

同証券会社に預託する旨の確約を行うとともに、取得者は当該株券を同証券会社における取得者名義の

保護預かり口座にて預託しております。ただし、取得者が銀行または保険会社である場合(同証券取引

所の請求により、割当を受けた者が割当受けた株券の提示又は保管の証明を行うことができる場合に限

る。)は上場前公募等規則の取扱い第15条の規定に基づき、割当新株を同証券会社に預託しておりませ

ん。 

   3. 特別利害関係者等による財務体質強化と経営責任の明確化を目的とする発行です。 

   4. 企業支援による財務体質強化と経営責任の明確化を目的とする発行であり、発行価格の算定はディスカ

ウントキャッシュフロ―法による価格を基礎として、当事者で協議のうえ決定した価格としました。 

   5. 企業支援による財務体質強化及び業務提携強化を目的とした発行であり、価格は直近の取引事例を基礎

とした価格としました。 

   6. 権利行使価格につきましては「注記４」の価格を参考に、平成13年３月30日実施の株式分割(１株を４

株)を考慮した価格としております。 

   7. 新株引受権の行使により発行する株式の発行価額中資本に組入れる額は、発行価額(ただし、調整が行

われた場合は、調整後の発行価額)に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、

その端数を切り上げた額とします。 
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2. 取得者の概況 

(1) 平成12年２月８日発行 第三者割当 

 

取得者の氏名又は名称等 

氏名又は名称等 住所 
職業及び 

事業の内容等

割当株数 
価格 
(単価) 

取得者と提出 
会社との関係 

   株 円  

(有)エムオ―総研 
代表取締役 
越 智 明 海 
資本金 3,000,000円 

大阪府箕面市箕面 
８―５―44 

不 動 産 の 賃
貸、管理ほか

150
7,500,000 

(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社代表取締役の二親等内
の親族が議決権の過半数
を保有) 

(有)えん企画 
代表取締役 
越 智 明 海 
資本金 3,000,000円 

大阪府箕面市箕面 
８―５―44 

不 動 産 の 賃
貸、管理ほか

150
7,500,000 

(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社代表取締役の二親等内
の親族が議決権の過半数
を保有) 

越 智 幸 三 
大阪府箕面市箕面 
８―５―44 

学生 60
3,000,000 

(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社代表取締役の二親等内
の親族) 

越 智 明 之 
大阪府箕面市箕面 
８―５―44 

学生 60
3,000,000 

(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社代表取締役の二親等内
の親族) 

越 智 通 勝 
大阪府箕面市箕面 
８―５―44 

会社役員 17
850,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社の代表取締役) 

越 智 明 海 
大阪府箕面市箕面 
８―５―44 

会社役員 15
750,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社代表取締役の二親等内
の親族) 

越 智 清 純 
兵庫県芦屋市若宮町 
３―12 

会社役員 12
600,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社代表取締役の二親等内
の親族) 

越 智 京 子 
兵庫県芦屋市若宮町 
３―12 

会社役員 12
600,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社代表取締役の二親等内
の親族) 

越 智 宏 倫 
静岡県袋井市春岡 
723―１ 

会社役員 8
400,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(当社代表取締役の二親
等内の親族) 

熊 野 三 男 
愛知県知多市八幡字 
新道59―421 

会社員 8
400,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(当社代表取締役の二親
等内の親族) 

石 橋 高 夫 
大阪府守口市浜町 
１―２―３ 

会社役員 2
100,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(当社代表取締役の二親
等内の親族) 

石 橋 通 子 
大阪府守口市浜町 
１―２―３ 

主婦 2
100,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(当社代表取締役の二親
等内の親族) 

石 橋 大 介 
大阪府守口市浜町 
１―２―３ 

会社員 2
100,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(当社代表取締役の二親
等内の親族の子供) 

石 橋 真 介 
大阪府守口市浜町 
１―２―３ 

会社員 2
100,000 
(50,000) 

特別利害関係者等 
(当社代表取締役の二親
等内の親族の子供) 

 

(2) 平成12年５月30日発行 第三者割当 

 

取得者の氏名又は名称等 

氏名又は名称等 住所 
職業及び 

事業の内容等

割当株数 
価格 
(単価) 

取得者と提出 
会社との関係 

   株 円  

越 智 通 勝 
大阪府箕面市箕面 
８―５―44 

会社役員 200
10,000,000 

(50,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社の代表取締役) 
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(3) 平成12年７月29日発行 第三者割当 

 

取得者の氏名又は名称等 

氏名又は名称等 住所 
職業及び 

事業の内容等

割当株数 
価格 
(単価) 

取得者と提出 
会社との関係 

   株 円  
キャピタリスタ１号
投資事業有限責任組
合 無限責任組合員 
(株)キャピタリスタ 
代表取締役 
野 口 英 昭 

東京都渋谷区渋谷 
２―10―16 

ベンチャ―キ
ャピタル 

75
225,000,000 
(3,000,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名) 

 

(4) 平成12年10月31日発行 第三者割当 

 

取得者の氏名又は名称等 

氏名又は名称等 住所 
職業及び 

事業の内容等

割当株数 
価格 
(単価) 

取得者と提出 
会社との関係 

   株 円  
(株)日本ブレ―ンセ
ンタ― 
代表取締役 
林     毅 
資本金28,000,000円 
 

大阪府大阪市淀川区 
西中島７―４―17 

人事コンサル
ティング業 

48
144,000,000 
(3,000,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名並びに
当社の代表取締役及びそ
の二親等内の親族が議決
権の過半数を保有) 
  

日本生命保険(相) 
社長 
宇 野 郁 夫 
 

東京都千代田区有楽町
１―２―２ 

金融機関 10
30,000,000 
(3,000,000) 

 

 
第一生命保険(相) 
代表取締役社長 
森 田 富治郎 
 

東京都千代田区有楽町
１―13―１ 

金融機関 10
30,000,000 
(3,000,000) 

 

 
住銀インベストメン
ト７号投資事業有限
責任組合 無限責任
組合員 
住銀インベストメン
ト(株) 
代表取締役社長 
松 田 道 弘 
 

東京都中央区日本橋 
２―７―９ 

ベンチャ―キ
ャピタル 

10
30,000,000 
(3,000,000) 

 

 
大和銀企業投資(株) 
取締役社長 
野々山   浩 
資本金 

1,200,000,000円 
 

大阪府大阪市中央区 
備後町２―１―１ 

ベンチャ―キ
ャピタル 

10
30,000,000 
(3,000,000) 

 

 
ダイヤモンドキャピ
タル(株) 
取締役社長 
浜 井   満 
資本金 

750,000,000円 
 

東京都千代田区神田 
鍛冶町３―６―３ 

ベンチャ―キ
ャピタル 

7
21,000,000 
(3,000,000) 

 

 
エマ―ジングインダ
ストリ―ファンド一
号投資事業有限責任
組合 無限責任組合
員 ダイヤモンドキ
ャピタル(株) 
取締役社長 
浜 井   満 
 

東京都千代田区神田 
鍛冶町３―６―３ 

ベンチャ―キ
ャピタル 

3
9,000,000 
(3,000,000) 

 

 
(株)アイアンドディ
ハヤト 
代表取締役 
竹 迫 一 範 
資本金10,000,000円 
 

東京都目黒区目黒 
２―11―１ 

広告代理業ほ
か 

1
3,000,000 
(3,000,000) 

取引先 

 
日本ト―タルメディ
ア(株) 
代表取締役 
磐 城 佳名子 
資本金10,000,000円 
 

東京都豊島区南長崎 
６―32―６―105 

広告代理業ほ
か 

1
3,000,000 
(3,000,000) 

取引先 
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(5) 新株引受権の付与(ストックオプション) 

商法280条ノ19の規定に基づき、新株の発行を請求できる権利(ストックオプション)の取得者は以

下のとおりであります。 

 

取得者の氏名又は名称等 

氏名又は名称等 住所 
職業及び 

事業の内容等

割当株数 
価格 
(単価) 

取得者と提出 
会社との関係 

   株 円  

越 智 通 勝 
大阪府箕面市箕面 
８―５―44 

会社役員 50
37,500,000 

(750,000) 

特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当
社の代表取締役) 

川 本   剛 
東京都杉並区天沼 
１―６―18 

会社役員 20
15,000,000 

(750,000) 
特別利害関係者等 
(当社取締役) 

鈴 木 孝 二 
東京都武蔵野市吉祥寺
北町４―11―16―103 

会社役員 20
15,000,000 

(750,000) 
特別利害関係者等 
(当社取締役) 

宇 野 敏 弘 
東京都東村山市美住町
１―10―23 

会社役員 16
12,000,000 

(750,000) 
特別利害関係者等 
(当社取締役) 

河 合   恩 
東京都三鷹市下連雀 
３―42―15―901 

会社員 19
14,250,000 

(750,000) 
当社従業員 

佐々木 康 宏 
神奈川県横浜市港南区
日限山 
１―58―33―602 

会社員 14
10,500,000 

(750,000) 
当社従業員 

福 田 智 洋 
東京都杉並区阿佐ヶ谷
南１―13―15―202 

会社員 10
7,500,000 
(750,000) 

当社従業員 

阪 井   泉 
東京都杉並区西荻南 
３―18―15―302 

会社員 9
6,750,000 
(750,000) 

当社従業員 

鈴 木 康 孝 
東京都杉並区阿佐ヶ谷
南１―27―15 

会社員 9
6,750,000 
(750,000) 

当社従業員 

中 川 達 也 
兵庫県宝塚市平井山荘
21―10 

会社員 8
6,000,000 
(750,000) 

当社従業員 

木 下 幸 子 
東京都杉並区西荻北 
３―10―16―201 

会社員 8
6,000,000 
(750,000) 

当社従業員 

樋 口 昇 一 
千葉県山武郡山武町 
大木786―26 

会社員 7
5,250,000 
(750,000) 

当社従業員 

野 村 和 樹 
東京都杉並区上井草 
１―22―17 
浅賀マンション210 

会社員 7
5,250,000 
(750,000) 

当社従業員 

鶴 谷 信 直 
東京都練馬区桜台 
５―44―３―103 

会社員 6
4,500,000 
(750,000) 

当社従業員 

若 原   淳 
東京都練馬区中村北 
４―20―13―403 

会社員 6
4,500,000 
(750,000) 

当社従業員 

杉 山 正 人 
埼玉県春日部市 
八丁目335 

会社員 5
3,750,000 
(750,000) 

当社従業員 

宮 原   淳 
東京都杉並区堀ノ内 
２―１―28―B105 

会社員 5
3,750,000 
(750,000) 

当社従業員 

谷 北 真 人 
東京都西東京市西原町
５―３―１―201 

会社員 4
3,000,000 
(750,000) 

当社従業員 

早 川 博 通 
東京都豊島区千早 
３―12―６―201 

会社員 4
3,000,000 
(750,000) 

当社従業員 

上 野 誠 司 
東京都三鷹市中原 
４―33―21―203 

会社員 3
2,250,000 
(750,000) 

当社従業員 

三 谷 和 也 
東京都杉並区高円寺南
１―31―５―307 

会社員 3
2,250,000 
(750,000) 

当社従業員 

裵   仲 洙 
東京都大田区田園調布
４―18―11 

会社員 3
2,250,000 
(750,000) 

当社従業員 

新 本 麻 紀 
東京都小金井市緑町 
５―３―39―102 

会社員 2
1,500,000 
(750,000) 

当社従業員 

山 田 美由紀 
東京都中野区中央 
１―１―12―207 

会社員 2
1,500,000 
(750,000) 

当社従業員 
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取得者の氏名又は名称等 

氏名又は名称等 住所 
職業及び 

事業の内容等

割当株数 
価格 
(単価) 

取得者と提出 
会社との関係 

   株 円  

伊 藤 朋 恵 
東京都渋谷区本町 
２―47―４ 
ドミ―ル・ウタ201 

会社員 2
1,500,000 
(750,000) 

当社従業員 

田 子 敦 士 
東京都日野市三沢 
１―35―６―A201 

会社員 1
750,000 
(750,000) 

当社従業員 

伊 藤 孝 志 
東京都港区海岸 
３―２―９―624 

会社員 1
750,000 
(750,000) 

当社従業員 

吉 松   朋 
神奈川県川崎市高津区
坂戸３―19―８―105 

会社員 1
750,000 
(750,000) 

当社従業員 

秋 里 和 宏 
東京都世田谷区祖師谷
３―16―24―202 

会社員 1
750,000 
(750,000) 

当社従業員 

根 津 貴 央 
東京都世田谷区上北沢
４―30―５―201 

会社員 1
750,000 
(750,000) 

当社従業員 

加 藤 美 紀 
愛知県名古屋市東区 
梅森坂２―1018―106 

会社員 1
750,000 
(750,000) 

当社従業員 

佐 藤 ゆかり 
東京都武蔵野市中町 
１―５―１―305 

会社員 1
750,000 
(750,000) 

当社従業員 

田 畑 秀 明 
東京都北区王子 
３―22―４ 

会社員 1
750,000 
(750,000) 

当社従業員 

 

3. 取得者の株式等の移動状況 

該当事項はありません。 
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第３ 株主の状況 

    平成13年５月17日 

氏名又は名称 住所 所有株式数

株式総数に
対する 

所有株式数
の割合 

摘要 

 株 ％

越 智 通 勝 大阪府箕面市箕面８―５―44 
2,918

(50)
50.74
(0.87)

特別利害関係者等 
(当社の代表取締役及び大
株主上位10名) 
 

(有)エムオー総研 大阪府箕面市箕面８―５―44 600 10.43

 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当社
の代表取締役の二親等内
の親族が議決権の過半数
を保有) 
 

(有)えん企画 大阪府箕面市箕面８―５―44 600 10.43

 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当社
の代表取締役の二親等内
の親族が議決権の過半数
を保有) 
 

キャピタリスタ１号投資
事業有限責任組合 

東京都渋谷区渋谷２―10―６ 300 5.22
 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名) 
 

越  智  幸  三 大阪府箕面市箕面８―５―44 240 4.17

 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当社
の代表取締役の二親等内
の親族) 
 

越  智  明  之 大阪府箕面市箕面８―５―44 240 4.17

 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当社
の代表取締役の二親等内
の親族) 
 

(株)日本ブレーンセンタ
ー 

大阪府大阪市淀川区西中島 
７―４―17 

192 3.33

 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名並びに当
社の代表取締役及びその
二親等内の親族が議決権
の過半数を保有) 
 

越  智  明  海 大阪府箕面市箕面８―５―44 60 1.04

 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当社
の代表取締役の二親等内
の親族) 
 

越  智  清  純 兵庫県芦屋市若宮町３―12 48 0.83

 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当社
の代表取締役の二親等内
の親族) 
 

越  智  京  子 兵庫県芦屋市若宮町３―12 48 0.83

 
特別利害関係者等 
(大株主上位10名及び当社
の代表取締役の二親等内
の親族) 
 

日本生命保険(相) 
東京都千代田区有楽町 
１―２―２ 

40 0.70  

第一生命保険(相) 
東京都千代田区有楽町 
１―13―１ 

40 0.70  

住銀インベストメント７
号投資事業有限責任組合 

東京都中央区日本橋２―７―９ 40 0.70  

大和銀企業投資(株) 大阪府大阪市備後町２―１―１ 40 0.70  

越  智  宏  倫 静岡県袋井市春岡723―１ 32 0.56

 
特別利害関係者等 
(当社の代表取締役の二親
等内の親族) 
 

熊  野  三  男 
愛知県知多市八幡字新道59―
421 

32 0.56

 
特別利害関係者等 
(当社の代表取締役の二親
等内の親族) 
 

ダイヤモンドキャピタル
(株) 

東京都千代田区神田鍛冶町 
３―６―３ 

28 0.49  

 
エマージングインダスト
リーファンド一号投資事
業有限責任組合 
 

東京都千代田区神田鍛冶町 
３―６―３ 

12 0.21  
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氏名又は名称 住所 所有株式数

株式総数に
対する 

所有株式数
の割合 

摘要 

 株 ％

石  橋  高  夫 大阪府守口市浜町１―２―３ 8 0.14
特別利害関係者等 
(当社の代表取締役の二親
等内の親族) 
 

石  橋  通  子 大阪府守口市浜町１―２―３ 8 0.14

 
特別利害関係者等 
(当社の代表取締役の二親
等内の親族) 
 

石  橋  大  介 大阪府守口市浜町１―２―３ 8 0.14

 
特別利害関係者等 
(当社の代表取締役の二親
等内の親族の子供) 
 

石  橋  真  介 大阪府守口市浜町１―２―３ 8 0.14

 
特別利害関係者等 
(当社の代表取締役の二親
等内の親族の子供) 
 

(株)アイアンドディハヤ
ト 

東京都目黒区目黒２―11―11 4 0.07 取引先 

日本トータルメディア
(株) 

東京都豊島区南長崎 
６―32―６―105 

4 0.07 取引先 

川 本   剛 東京都杉並区天沼１―６―18 
20
(20)

0.35
(0.35)

特別利害関係者等 
(当社取締役) 

鈴 木 孝 二 
東京都武蔵野市吉祥寺北町 
４―11―16―103 

20
(20)

0.35
(0.35)

特別利害関係者等 
(当社取締役) 

宇 野 敏 弘 
東京都東村山市美住町 
１―10―23 

16
(16)

0.28
(0.28)

特別利害関係者等 
(当社取締役) 

河 合   恩 
東京都三鷹市下連雀 
３―42―15―901 

19
(19)

0.33
(0.33)

当社従業員 

佐々木 康 宏 
神奈川県横浜市港南区日限山 
１―58―33―602 

14
(14)

0.24
(0.24)

当社従業員 

福 田 智 洋 
東京都杉並区阿佐ヶ谷南 
１―13―15―202 

10
(10)

0.17
(0.17)

当社従業員 

阪 井   泉 
東京都杉並区西荻南 
３―18―15―302 

9
(9)

0.16
(0.16)

当社従業員 

鈴 木 康 孝 
東京都杉並区阿佐ヶ谷南 
１―27―15 

9
(9)

0.16
(0.16)

当社従業員 

中 川 達 也 兵庫県宝塚市平井山荘21―10 
8
(8)

0.14
(0.14)

当社従業員 

木 下 幸 子 
東京都杉並区西荻北 
３―10―16―201 

8
(8)

0.14
(0.14)

当社従業員 

樋 口 昇 一 
千葉県山武郡山武町大木786―
26 

7
(7)

0.12
(0.12)

当社従業員 

野 村 和 樹 
東京都杉並区上井草１―22―17
浅賀マンション210 

7
(7)

0.12
(0.12)

当社従業員 

鶴 谷 信 直 
東京都練馬区桜台 
５―44―３―103 

6
(6)

0.10
(0.10)

当社従業員 

若 原   淳 
東京都練馬区中村北 
４―20―13―403 

6
(6)

0.10
(0.10)

当社従業員 

杉 山 正 人 埼玉県春日部市八丁目335 
5
(5)

0.09
(0.09)

当社従業員 

宮 原   淳 
東京都杉並区堀ノ内 
２―１―28―B105 

5
(5)

0.09
(0.09)

当社従業員 

谷 北 真 人 
東京都西東京市西原町 
５―３―１―201 

4
(4)

0.07
(0.07)

当社従業員 

早 川 博 通 
東京都豊島区千早 
３―12―６―201 

4
(4)

0.07
(0.07)

当社従業員 

上 野 誠 司 
東京都三鷹市中原 
４―33―21―203 

3
(3)

0.05
(0.05)

当社従業員 

三 谷 和 也 
東京都杉並区高円寺南 
１―31―５―307 

3
(3)

0.05
(0.05)

当社従業員 

裵   仲 洙 
東京都大田区田園調布 
４―18―11 

3
(3)

0.05
(0.05)

当社従業員 
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氏名又は名称 住所 所有株式数

株式総数に
対する 

所有株式数
の割合 

摘要 

 株 ％

新 本 麻 紀 
東京都小金井市緑町 
５―３―39―102 

2
(2)

0.03
(0.03)

当社従業員 

山 田 美由紀 
東京都中野区中央 
１―１―12―207 

2
(2)

0.03
(0.03)

当社従業員 

伊 藤 朋 恵 
東京都渋谷区本町２―47―４ 
ドミール・ウタ201 

2
(2)

0.03
(0.03)

当社従業員 

田 子 敦 士 
東京都日野市三沢 
１―35―６―A201 

1
(1)

0.02
(0.02)

当社従業員 

伊 藤 孝 志 
東京都港区海岸 
３―２―９―624 

1
(1)

0.02
(0.02)

当社従業員 

吉 松   朋 
神奈川県川崎市高津区坂戸 
３―19―８―105 

1
(1)

0.02
(0.02)

当社従業員 

秋 里 和 宏 
東京都世田谷区祖師谷 
３―16―24―202 

1
(1)

0.02
(0.02)

当社従業員 

根 津 貴 央 
東京都世田谷区上北沢 
４―30―５―201 

1
(1)

0.02
(0.02)

当社従業員 

加 藤 美 紀 
愛知県名古屋市東区梅森坂 
２―1018―106 

1
(1)

0.02
(0.02)

当社従業員 

佐 藤 ゆかり 
東京都武蔵野市中町 
１―５―１―305 

1
(1)

0.02
(0.02)

当社従業員 

田 畑 秀 明 東京都北区王子３―22―４ 
1
(1)

0.02
(0.02)

当社従業員 

計 56名 
5,750
(250)

100.00
(4.35)

― 

(注) 1. 「株式総数に対する所有株券の割合」は、小数点第３位を四捨五入しております。 

   2. 所有株式数( )内の数字は内数であり、商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプショ

ン)に伴う潜在株式数及びその割合であります。 
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